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地域間交流におけるインターローカリティの生成 

－「被災地」茨城県大洗町と「未災地」高知県黒潮町を事例に－ 
Generating Interlocality in Intercommunity Exchange: 

A Case Study of the "Disaster-affected Area" Oarai Town in Ibaraki Prefecture and the "Being Disaster Area in the 

Future" Kuroshio Town in Kochi Prefecture 

地域の震災復興過程において、ハードウェアとソフトウェアの防災事業の実施に向けて、さまざまな課題が生じ

た。その際には外部者からの知見や協力が必要である。本研究では、「被災地茨城県大洗町－未災地高知県黒潮町の

交流勉強会」という地域間交流のイベントを開催することを通じて、インターローカリティの生成によりどのよう

に地域課題を解決することができるのかを探った。その結果、次の2点が明らかとなった。第一に、東日本大震災の

被災地大洗町は未災地高知県黒潮町の防災の取り組みをそのまま模倣する必要はなく、地域自身の問題を振り返り、

町にとって何が必要なのかを自ら整理・再考した上で、住民が主体的に取り組みを行うことができること。第二に、

外部社会であるアニメのファンは単に聖地巡礼の観光客という範疇を超え、平常時も災害時にも地域と相互に支え

あう関係性を構築することで、ユニークな地域防災対策になりうること。以上のようなインターローカリティが生

成されたことで、地域課題の解決につながった。 

キーワード: 地域間交流、地域復興、被災地未災地、インターローカリティ、ドミナント・ストーリー 

Keywords: Intercommunity exchange, Community recovery, Disaster-affected area and Being disaster area in the future, 

Interlocality, Dominant story 

１．はじめに 

 2011年東日本大震災が発生してから10年以上経っ

た。多くの被災地が住宅再建やインフラの復旧段階

を終え、地域コミュニティのさらなる発展を目指す

復興ステージに入っている。このステージでは地域

振興や防災に関わる施策が進められ、産業の再生、

地域活性化、地域創生などの事業が実施されている。

その中で、地域に関する防災事業については、ハー

ドウェアとソフトウェアが並行している。ハードウ

ェアにおいては「被災地は、近い将来に襲来するか

もしれない津波や高潮・高波に対して極めて脆弱な

状況となっており、被災した海岸堤防の復旧等を速

やかに行うことが必要」（1）という方針に基づき、建

設計画を進行してきた。一方、堤防や防潮堤などの

構造物が沿岸部の産業（漁業、水産業、農業、観光

業など）、自然環境、土地利用に深刻な影響を与え

るなどの反対の意見も無視できない1）。 

ソフトウェアにおいては、「自分の身は自分で守

る」、「地域防災力を高める」など、普段時を含め

た自助と共助の強化が目標とされている。しかし、

産業の衰退、少子高齢化、人口流出などの従来の問

題が、震災の被害を受けた地域社会においてさらに

顕著になり、地域住民が経済、生計の維持を優先し、

地域の防災活動に積極的に関わることが難しい状況

となっている。 

これらの課題を解決するために、主に行政機関と

町内会、自主防災組織などの住民組織が連携して取

り組んできた。しかし、行政による財政困難、人手

不足の問題があり、すべての課題を解決することは

難しい。そこで、地域とその外部社会との交流や支

援といったつながりが重要視されてきた。 

本論における外部社会とは、一つの地域以外にと

っての地域、組織、そして個人を指している。この

うち、地域と地域との連携について、たとえば姉妹

李旉昕*1,矢守克也*2 

Fuhsing LEE*1, Katsuya YAMORI*2 
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都市のように、普段時に文化、教育、行政、経済な

どの交流活動を行い、災害時に支援する事例がある2）。

一方、自治体の財政困難により姉妹都市の締結活動

が停滞していることが報告されている3）。また、「被

災地リレー」4）のように、普段時に連携はなかった

が、過去の被災地が被災経験を活かし、現在の被災

地にボランティア活動を行う取り組みが評価されて

いる。 

 地域と組織の連携については、小規模企業がBCP

（事業継続計画）による地域貢献、地域防災の活動

を行うほか5）、地域と大学の連携も重視されつつあ

る。大学の研究者や専門家が地域の防災活動に関与

する事例が増えている。さらに近年は「住民・NPO・

事業者・専門家・自治体職員・地方政治家などがネ

ットワークを形成し、政策決定やその実施に影響力

を行使するだけでなく、その主体的な役割を果たし

ていく」6）という考え方が広まり、複数の個人や組

織がネットワークを構築して地域で活動することが

求められている。 

地域と個人については、近年では「関係人口」7）

という関係が注目されている。これは、都市部から

農山漁村などによく通い、現地の住民と関係を深め

て地域振興にまで携わるようになった人々を指す。

2020年以降はコロナ禍により、現地を訪ねることが

困難になったために「関係人口」の減少がみられた

一方で、オンラインでの交流を通じて地域人材が育

った事例が報告されている8）。一方、人口減少社会

の中で「関係人口」に対する期待は大きいが、それ

が過剰になると「かつて都市農村交流で起こった「交

流疲れ」現象ならぬ「関係疲れ」現象を生んでいく

ことにもなりかねない」という指摘がある9）。 

以上から、ある地域が外部社会から受ける新たな

刺激や支援が、地域問題の解決に一役買っているこ

とがわかる。一方で、地域が地域本来の課題に加え

て、外部社会の要求や期待に対応することが負担に

なってしまう場面もある。 

こうした課題の解決には、地域住民の視点からの

議論が重要である。特に地域が外部者の言葉や行動

をどのように受け止めるのか、地域と外部社会はど

のように交流し、課題を解決するのかについての議

論はまだ十分ではない。そこで、地域と外部社会と

の連携により、地域の課題を解決する手法について、

本研究はインターローカリティという概念を援用し

ていく。 

地域の問題解決においては、従来は普遍的に通用

する真理や正解がある場合や、地域やコミュニティ

の歴史、文化、風土に由来する独自な解決策が使用

されることがある。前者はユニバーサリティ（たと

えば政策、対策、計画）であり、後者はローカリテ

ィ（たとえば伝統、儀式）とカテゴライズできる。

しかしこれに限らず、地域間で知識に基づく問題解

決の方法が存在するはずである。すなわち、インタ

ーローカルティのアプローチである。この場合、イ

ンターローカリティとは、各地域がローカリティを

保ちながら、関係しあうことで知見が生まれること

を意味する10）。 

杉万（2006,p.41）11）は以下のように説明する。「こ

うして、あるローカルな場所・時代から発信された

知識は、抽象化のおかげで、他のローカルな場所・

時代に伝播していく。あるローカルな場所・時代か

ら発信された知識は、他のローカルな場所・時代に

いる人（たち）によってキャッチされ、実践の参考

にされるかもしれない。そうなれば、地点と時点を

異にする二つのローカルな場が結びつき、インター

ローカルな関係が生まれる。言いかえれば、二つの

ローカルな実践からインターローカルな実践へと進

展する。」 

以上、独自のローカリティを持つ地域と外部社会

が出会い、双方に通用する複数のインターローカリ

ティの知識が生成され、地域の問題の解決策になり

うる。 

そこで、本研究の目的は、震災後に地域の防災対

策の強化、外部社会との連携などの課題を抱える地

域社会に地域間交流の取り組みを通じてどのような

知見が生まれるのか、それらの知見がどのように実

践活動まで展開できるのか、インターローカリティ

の生成のプロセスを明らかにすることである。 

具体的には、筆者らは、2018年から2019年にかけ

て大洗町と黒潮町の「被災地大洗町―未災地黒潮町

の交流勉強会」（以下交流会）を開催した。交流会

の終了後、大洗町側の住民は防災知識を勉強したこ

とに止まらず、大洗町では黒潮町と関連するアート

イベントを実施し、2023年の現時点に至るまで継続

的に活動している。

本研究は、以上の経緯を、主に第一筆者(以下筆者)

がそれぞれ大洗町と黒潮町の研究フィールドにおい

て、現地での交流会の実施内容と参加者のインタビ

ュー、それらの記録をエスノグラフィーにまとめた。

大洗町について、筆者は2012年11月から震災復興過

程の調査を目的とし、現地で参与観察のほか、防災

ワークショップの開催とともにインタビューを重ね

た。その中で、交流会に関して、2018年1月から2023
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年まで7回、1回3日滞在した。黒潮町については、2015

年5月から2018年3月まで地域防災のサポーターとし

て、同町の役場職員に同行して現地の集落を訪れ、

防災ワークショップ、避難訓練、地区防災計画づく

りなどに携わった。交流会の準備や開催について、

筆者は2018年5月と2019年5月黒潮町へ訪問した。  

本稿の構成については、まず2章で大洗町や黒潮町

に関する背景や本活動の経緯を述べる。3章では、2

回の交流会の開催や内容を紹介する。4章では交流会

が終了し、大洗町が受けた影響および具体的な取り

組みについて記述する。5章では、インターローカリ

ティの生成の理由やプロセスを整理するために、ナ

ラティヴ・アプローチにおけるドミナント・ストー

リーとオルタナティヴ・ストーリーの視点を用いて

考察する。6章ではまとめと今後の発展について述べ

る。 

２．研究背景 

２．１茨城県大洗町 

茨城県大洗町は、人口約 15,800 人（2）、65 歳以上

は人口の 35.1％（3）である。茨城県の中央部に位置す

る太平洋に面した町である。主産業は、漁業、水産

加工業、農業及び観光業であり、海水浴場を中心に、

沿岸部の民宿、旅館業が盛んである。原子力研究施

設もある。大洗町は東日本大震災以前から、高齢化、

若手の人口流出、第一次産業の不振等の課題を抱え

ていた。東日本大震災での人的な被害は地震による

1 人の死亡のみで、地震、津波による物理的な被害

もあったが、復旧は比較的早いペースで進んだ。し

かし、福島第一原子力発電所事故による放射能漏れ

の実被害と風評被害の影響は非常に大きかった。マ

スメディアによる偏った報道、そしてインターネッ

ト上で広まる放射能汚染に関する風評被害は深刻で、

漁業、農業、観光業などすべての産業が大きなダメ

ージを受けた 12）。 

 大洗町は震災後、一歩でも早い復興に向けて、ま

ちおこしを目的とするさまざまなイベント、祭りを

開催した。2012 年 10 月からは、商店街がアニメの

制作会社と連携し、アニメ「ガールズ＆パンツァー」

（以下「ガルパン」と略称）の舞台となった。その

後、アニメに関するトークショーやキャラクターの

スタンプラリーの開催等で、大洗町はファンにとっ

ての「聖地」となった。「ガルパン」が放送されて以

降多くのファンが駆けつけ、町が実施するあんこう

祭りの参加者は毎年 10 万人以上となり、特に 2019

年には過去最高の 14 万人を記録した。海外からのフ

ァンの訪問もあり、地域住民とファンとの交流も盛

んになった。 

大洗町のこうした活動 2017 年に全世界のアニメ

ファンが選ぶ「訪れてみたい日本のアニメ聖地 88」

に選定される等アニメコンテンツツーリズムの成功

例として評価されている。現在アニメの放送はすで

に終了した。「ガルパン」による聖地巡礼の効果はい

つまで続けられるのか不明であるが、コロナ禍を経

ても、2023 年現在大洗町で「ガルパン」関連の活動

が活発的に行われている（4）。一方、筆者がこれまで

のフィールド調査の中で、現地の住民から、「ガルパ

ン」に頼らずに、「早く次の一歩を進みたい」という

「ガルパン」以外の町おこしを発展するべきだとい

う意見を得た 12）。つまり、大洗町が「ガルパン」関

連の活動を町全体的に継続していくのかどうかとい

う葛藤を抱えている一面もある。 

また、海に関して、大洗町は震災以前から、「NPO

大洗海の大学」や「ユニバーサル・ビーチ協会」が

サンビーチで「誰もが安心・安全に楽しむことがで

きる」ユニバーサルビーチというコンセプトを掲げ

て、身体が不自由な人や多世代でも海遊びできるよ

うな環境作りを独自に進めてきた。また、震災後、

大洗町では茨城県からの防潮堤の建設計画に対し、

防災と景観保全、産業発展などを両立させる問題が

あり、住民、自治体および県にとって大きな課題と

なった（5）。 

２．２高知県黒潮町 

高知県黒潮町の人口は約10,300人、65歳以上の人

口45.9％（2023年5月現在）と高齢化率が非常に高い

地域である（6）。黒潮町の高知県の西南地域にあって

太平洋に面している。主産業は漁業（カツオ漁）、

農業、観光業である。 

東日本大震災が発生してから1年後の2012年3月31

日、内閣府中央防災会議は南海トラフ地震の新想定

を公表した。その中で、黒潮町は最大震度７、最大

津波高は日本最悪の34.4Mとされた。その後、未来

の被災地という意味の「未災地」である黒潮町には

避難することをあきらめる「避難放棄者」が現れた

ほか、巨大津波想定を懸念し移住する住民もおり、

町の過疎化が加速している13）。 

しかし、新想定発表の直後、同町は「防災に『も』

強い町」、「犠牲者ゼロ」という独自の防災思想を

掲げた。町の全職員に本来の業務とは別に、町内の

地区ごとに防災担当の業務を割り当てる「防災地域

担当制」が実施された。また、行政と地域住民が共 
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図 2 第 2回交流会ワークショップの様子 

 
図 1 第 1回交流会シンポジウムの様子 

同で、地区別懇談会、ワークショップ、戸別避難カ

ルテづくり、地区防災計画、避難所運営計画の作成

といった避難計画づくりなどに取り組んでいる13）。 

黒潮町には、大洗町と同様に広大な砂浜がある。

しかし、34.4Mの津波を想定した防潮堤などのハー

ド設備整備計画は立てなかった。その理由の一つは、

同町のまちづくりの思想に関連している。その思想

のキャッチコピーは「私たちの町には美術館があり

ません。美しい砂浜が美術館です」である。つまり、

単に町に「ないもの」を外的支援に求めて獲得する

のではなく、町の内的な力から「ないもの」と対抗

できる「あるもの」を生み出す理念である14）。この

思想に基づいて、黒潮町は「防災文化」を創造した。

つまり、単なる国のハード面やソフト面の災害関連

の対策・計画を実施することに止まらず、文化とし

て町内で根付くように、平常時の生活や地域文化の

尊重をふまえ、防災教育や避難場所、避難道路の整

備など全面的に防災の取り組みを行ってきた13）。 

以上、大洗町と黒潮町は多くの共通点を持ってい

る。まず、両地は同様に海に面することで、災害と

海に関する豊富な地域資源がある。たとえば、大洗

町は東日本大震災の津波を経験した。黒潮町は最大

震度７、最大 34.4M 高の津波と想定される。両地は

今後の災害に向けて、ハード対策とソフト対策を強

化する課題に直面している。また、両町は海を大切

な地域資源として地域活性化を図っている。たとえ

ば大洗町のユニバーサルビーチや黒潮町の「砂浜美

術館」の取り組みが、単に外部の観光客を誘致する

手法ではなく、環境と地域を結びつける目的を有す

るという共通点がある。そして、この 2 つの地域は、

「目指す未来」と「経験してきた過去」が交錯して

いる。「未災地」である黒潮町が目指している「災害

が来ても『犠牲者ゼロ』の未来」は、大洗町がかつ

て東日本大震災を経験した際に実現した津波による

犠牲者がいなかったことという過去と重なる。一方、

大洗町で課題となった防災と景観保全の両立問題は、

黒潮町も対応してきた過去なのである。 

２．３ 交流会の経緯と運営 

交流会を開催するきっかけについて詳しく説明す

る。筆者は、2017 年 8 月、大洗町の旅館業である石

井盛志氏から町で起こっている防潮堤嵩上げに関す

る議論と自主防災組織の動向について話があった。 

当時、東日本大震災の復興計画の一部に沿岸部の

防潮堤を約 2M の嵩上げする計画があったが、この

計画だと海の景観破壊問題につながる。一部の沿岸

部の観光業者や住民は、このようなハード面の復興

に頼るばかりではなく、自主防災というソフト面を

強化していきたいとのことであった。筆者が当時黒

潮町で研究活動を行っており、石井氏に黒潮町の防

災の取り組みを紹介した。そこで、石井氏から大洗

町で黒潮町の防災に関するシンポジウムを開催し、

住民の関心を呼びたいという提案があった。その後、

筆者が上記の大洗町と黒潮町の共通や相違のローカ

リティを生かし、インターローカリティの生成を目

的にし、日本災害復興学会の助成金を取得し、コー

ディネーターとして、両町の同意を得てから大洗町

で交流勉強会を開催することとなった。 

交流会の運営やプログラムの設計について説明す

る。2 回ともに、2 日かけて実施した。まずは大洗町

で現地開催、次に黒潮町で開催した。2 回の交流会

のプログラムには、シンポジウム、ワークショップ

とフィールドワークや懇親会を入れた。その中で、

専門家の防災対策・教材防災を使わず、参加者であ

る当事者の対話を重視した。たとえば、シンポジウ

ムでは、専門家の講義ではなく、現地住民、職員、

観光業者などがそれぞれ当事者として、自らの経験、

課題に基づき、登壇者として発表してもらった。ま

た、参加者同士で議論し、意見の交流機会を増やす

ために、「クロスロード」の防災ゲームの参加型ワー

クショップを実施した。フィールドワークでは、単
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に地域の防災関連施設を見学するだけではなく、現

場で避難訓練の体験を行った。シンポジウムは一般

参加が可能であり、本取り組みに興味がある地域の

住民、さらに「ガルパン」のファンも参加可能であ

る。 

 

３．交流勉強会 

３．１ 1回目の交流会―知見の交流 

筆者は、2018年4月8日に大洗町で交流会の開催に

ついて関係者と打ち合わせを行った。筆者は、この

交流会を従来の一方的な知識の研修会とは異なり、

双方が情報や話題を提供し合う形式にしたいと提案

した。その際、大洗町役場の担当者である石井俊夫

氏は「こちらは黒潮町の防災について学びたいこと

がたくさんあるが、黒潮町の人たちはこちらに来て

何を学べるのか」と心配する様子を示した。筆者は、

大洗町では津波による犠牲者が出なかったことや復

興後の「ガルパン」の取り組みが社会的に注目され

ていることに対して、なぜ消極的な態度をとるのか

不思議に感じた。一方で、地域防災や自主防災組織

の取り組みが大洗町と黒潮町を比べると目立たない

ことは事実であり、石井俊夫氏の考え方も理解でき

ると考えていた。しかし、筆者は「黒潮町は優れた

防災先進地域であり、大洗町は何もしていない防災

後進地域」といった優劣をつけるような関係を作る

意図はなかった。そのため、筆者は交流プログラム

において本来は黒潮町の事例を多く紹介する予定だ

ったが、多くの大洗町関係者に協力を依頼し、大洗

町の震災から復興までの道のりを取り上げることと

した。 

1回目の交流会は2018年5月26日と27日に大洗町で

開催された。黒潮町からは、前任の防災情報課長で

黒潮町あかつき館館長の松本敏郎氏（現在黒潮町町

長）及びNPO砂浜美術館理事長村上健太郎氏を招い

た。シンポジウム（表１）は大洗文化センターで開

催され、延べ60人が来場した（図1）。来場者には現

地の住民以外に、大洗町のライフセーバー、大学の

教員、研究者、そして「ガルパン」のファン3人がい

た。2日目の体験型ワークショッは大洗サンビーチ

の避難センターで開催され、約30人が参加した（詳

しくは李，2020参照）15）。 

シンポジウムでは、大洗町の担当者が津波避難お

よび復旧活動、風評被害を受けた様子、復興までの

みちのりなどを報告した。その中で、東日本大震災

の発生時に、町の防災無線の「避難せよ」の放送の

口調がいつもと異なっていたため住民が「いつもと

は違う」と意識して迅速に避難したことで津波によ

る犠牲者が出なかったというエピソードがある。そ

の後、大洗町の住民はガレキの処理、掃除などに専

心でき、復旧が早かった。この経験談に対して、黒

潮町の松本氏は「黒潮町が「犠牲者ゼロ」を目指す

姿勢は間違っていないと確信した」とコメントして

いる。 

大洗町は「ガルパン」の聖地巡礼効果についても

紹介した。発表者の大洗観光協会大里明氏は、単に

「ガルパン」をアピールするだけではなく、町の「人

間味」、つまり住民が親戚のようにファンと熱心に

交流したことで、「ガルパン」のファンは大洗町の

ファンとなって何度も町を訪問し、大洗町の復興を

サポートする側になっていったと報告した。 

表１ 第１回交流勉強会のプログラム 

① シンポジウム 

時期：2018 年 5 月 26 日 

場所：大洗町文化センター 

参加人数：60 人 

プログラム 発表者 所属（2018 年当時） 

3.11 の大洗町とその

直後  

藤枝健 大洗町前役場防災担当 

大洗町の復興―現場

からみる風評被害  

石井盛志 大洗町宮下町内会 

「対策」ではなく「思

想」から入る防災  

松本敏郎 黒潮町あかつき館 

被災地からの脱却―

商店街と「ガルパン」 

大里明 大洗観光協会 

大洗町と海  石井孝夫 

高橋良太 

大洗町産業創造特命官 

NPO 海の大学事務局 

黒潮町と海 松本敏郎 

村上健太

郎  

黒潮町あかつき館 

黒潮町 NPO 砂浜美術

館 

② ワークショップ 

時期：2018 年 5 月 27 日 

場所：サンビーチ津波避難センター 

参観人数：30 人 

プログラム フ ァ シ リ

テーター 

所属（2018 年当時） 

「クロスロード大洗編」

体験 

李旉昕 京都大学防災研究所 

車いす避難体験  Zico 足

立 

ユニバーサルビーチ協

会 
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 黒潮町からは、松本氏による「「対策」ではなく「思

想」から入る」という概念の紹介があった。まず、 

巨大な津波想定に対してあきらめないこと。そのた

めには、対策だけでは不足で、防災の「思想」をつ

くることが重要だというのである。具体的な取り組

みとして、防災地域担当制度、世帯別津波避難カル

テの作成、避難道路、避難場所の整備などが報告さ

れた。また、黒潮町では津波想定の公開を機に防災

缶詰を開発し、逆手にとった「34M ブランド」でブ

ランド化し、缶詰製造工場を設立している。この事

業は、地元の若者に生業の機会を与える一方で、缶

詰を全国規模で販売することで、「最悪想定の町があ

きらめなければ、全ての町はあきらめない。最悪想

定の町の人が大丈夫ならば、日本中の人に安心が広

がる」というメッセージを発信している。 

次に、砂浜美術館の村上氏が、「砂浜美術館」とい

う町の思想を具体的な実践として、自然環境を観光

資源として活用する取り組みを紹介した。具体的に

は、1989 年から現在まで、全国から募集されたイラ

ストや写真をプリントした Tシャツを芸術品として

海で展示する「T シャツアート展」という恒例のイ

ベントを開催した。さらに、ビーチのマラソン大会

やホエールウォッチングなど、自然環境を観光資源

として利用する取り組みについても詳しく報告した。

一方、村上氏は自然環境の維持と観光による環境へ

の悪影響という両立の課題についても問題提起した。 

質疑応答では、大洗町の町民から「なぜ黒潮町は

防潮堤をつくらないのですか」という質問があった。

黒潮町の松本氏は、「避難体制の整備といったソフト

面の整備だけではなく、ハード面に頼るべき部分も

もちろんある。しかし、町の将来、安全体制、環境、

そして予算を考慮した上で、砂浜に防潮堤を作らな

いことにした」と回答した。また、松本氏は、大洗

町だけでなく、黒潮町においても、海に関するハー

ド面の安全と景観の維持といったバランスの取り方

について悩まれていることを示した。 

次に、ライフセーバーのリーダーである足立ジー

コ氏は、会場で「ガルパン」のファンに、なぜ「ガ

ルパン」とはまったく関係ない町民向けの防災イベ

ントに参加したのか尋ねた。すると、ファンが「最

初は大洗町を舞台として見に来て、大洗町は自分の

「居場所」になった。たまたまイベントがあること

に気づいて、見に来た」と回答した。これには会場

の参加者も驚いた。シンポジウムの最後には、大学

研究者の宮本匠氏が「もし残念ながら大洗でまた大

きな災害があった時、「ガルパン」のファンが何人か

① フィールド見学 

時期：2019 年 1 月 27 日 

場所：黒潮町海辺 

プログラム ファシリテ

ーター 

所属（2019 年当時） 

佐賀地区津波避難タ

ワー 

 黒潮町情報防災課 

漂流物紹介 松本敏郎 黒潮町あかつき館 

サンドアート実演 武政登 黒潮町砂像連盟 

津波避難訓練 李旉昕 京都大学防災研究所 

② シンポジウム 

時期：2019 年 1 月 27 日 

場所：黒潮役場 3 階大会議室 参加人数：30 人 

プログラム 発表者 所属（201９年当時） 

黒潮町の防災の取り

組み 

徳廣誠司 黒潮町情報防災課 

自主防災組織の活動 久 保 田 幸

秀 

黒潮町町地区自主防災会 

大洗町の震災経験と

今後の防災・消防の課

題 

藤枝健 

飯田英樹 

福 田 東 一

郎 

大洗町前役場防災担当 

大洗町消防団指導員 

大洗町消防総務課総務 

ユニバーサルと防災 Zico 足立 

 

栗原敬太 

ユニバーサルビーチ協会

代表 

大洗町まちづくり推進課 

防災と生業～―WE 

CAN PROJECT を

通じて― 

友永公生 黒潮町産業推進室 

ガルパン・ファン・地域 大里明 

福井洋 

大洗観光協会 

利視研 

黒潮町×大洗町 松本敏郎 

村 上 健 太

郎 

石井盛志 

黒潮町あかつき館 

黒潮町 NPO 砂浜美術館 

大洗町宮下町内会 

① ワークショップ 

時期：2019 年 1 月 2８日 

場所：黒潮役場 3 階大会議室 参加人数：２５人 

プログラム 発表者 所属（201９年当時） 

防災ゲーム「クロスロ

ード」と「クロスロー

ド：黒潮編」の作成 

田中勢子 

木藤容子 

李旉昕 

仙台わしん倶楽部 

西条市防災士 

京都大学防災研究所 

黒潮町と大洗町と研

究者 

参 加 者 全

員 

 

表 2 第 2回交流勉強会のプログラム 
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ボランティアで来ると思って、復興の速度はたぶん

早くなっていると思いますね。」と、「ガルパン」の

ファンは、意図していないところで、大洗町の防災

と結びついたことをコメントした。足立氏は宮本氏

の発言を受けて、「ガルパン」のファンと大洗町の関

係に対して改めて考えたとし、「ファンはただアニメ

で町に来るだけじゃなくて、いざ災害となった時に、

町のために活動してくれると思って感心した」と述

べた。 

以上、大洗町にとって、交流会は、黒潮町と「ガ

ルパン」のファン、研究者から、地域防災の作法や

外部社会と地域防災との関わりの可能性などの知見

を得る機会となった。また、次のステップへの発想

が芽生えた。たとえば、シンポジウムの中で、防災

活動に関する勉強だけではなく、海や砂浜の利活用

や両地域の連携の継続など、具体的な取り組みが提

案された。たとえば、シンポジウム後に実施したア

ンケートでは、「これから「砂浜図書館」を作ってみ

よう」、「砂浜美術館の T シャツアート展を見て、大

洗の漁師の大漁旗をビーチでひらひらできるのか

な」、「「ガルパン」がなくなっても続けられるまちづ

くりを目標」、「浜の歴史をお客に説明できるように

したい」といった感想が記入される。そして大洗町

の参加者が次回の交流会の開催を期待していると発

言した。 

３．２ 2回目の交流会―課題の整理・再考 

1回目の交流会が終了してから、2018年8月に「ガ

ルパン」のファンである福井洋氏（高知市在住）か

ら筆者に連絡があった。福井氏はこれまで数十回も

大洗町を訪ね、アニメの制作側や大洗町の商店街と

も頻繁に交流している。この時の連絡は、新聞記事

で本交流会の情報を知り、「ガルパン」と防災のコ

ラボレーションを行いたいという提案であった。こ

のことをきっかけに、筆者は第2回の交流勉強会の準

備を始めた。福井氏には、自身で開催を予定してい

た高知県での「ガルパン」関連イベントがあり、2019 

年 1 月 26 日に「防災勉強交流会 PR トークショ

ー」を実施した。高知駅の広場で、筆者および大洗

町観光協会の大里氏が 100 名のファンの前で、アニ

メの話ではなく、大洗町の震災経験および地域防災

について語った。そしてこのイベントに参加した1

人のファンは翌日に黒潮町へ行き、筆者主催の交流

会に参加した。1月27日と28日には、2回目の交流会

が黒潮町で開催された（表2）。大洗町側から、1回

目の交流会の登壇者である役場の防災、まちづくり

の担当者、消防、観光業者など計9人および研究者が

黒潮町を訪れた。初日の午前中は黒潮町の避難タワ

ーの見学及び海辺での津波避難訓練を実施した。 

黒潮町の松本氏が「砂浜美術館」のコンセプトを

説明し、この「美術館」での海辺で拾った漂流物を

芸術品として展示・研究する活動について生き生き

と紹介した。 

シンポジウムは黒潮町の役場の会議室で開かれ、

約30人が参加した。両町の担当者がそれぞれの自主

防災組織の活動、今後の防災・消防における課題に

ついて報告した。そして、「ガルパン」のファンの

福井氏と大洗町の大里氏が共同で大洗町の聖地巡礼

効果について報告し、「観光客を誘致するのではな

く、町のファンをつくること」の重要性を強調した。 

また、1回目の交流会で提起された、海を中心とする

住民の安全を守る「防災」（防潮堤）と環境資源を

利用する「観光」との対立の問題についても議論が

展開した。ここでは、「防災だけ」でも「観光の経

済効果を重視するだけ」でもない取り組みが必要で

ある。たとえば大勢の人が海水浴場を利用すること

 

図 3 大洗町の Tシャツアート展 

（撮影日：2023年 6月 4日） 

 

図 4 大洗町の砂浜図書館 

（撮影日：2022年 9月 15日） 

7



日本災害復興学会論文集 No.23, 2024.1 

 

ではなく、海の危険さを理解しながら海の美しさを

静かにみるという「お浜見」の開催はどうかという

意見がだされた。 

翌日には筆者がファシリテーターとして、「クロ

スロード」のワークショップを実施した。（図2）。

参加者がグループワークで「クロスロード」の設問

を作成した。ここでは大洗町の足立氏のグループが、

「あなたは町長。国から防潮堤をつくれる助成金が

下りてきた。しかし、防潮堤によって大事な自然環

境を失う。あなたは防潮堤をつくる？→YESつくる

/NOつくらない」という設問を作った。同氏によれ

ば、黒潮町の方に、大洗町で起こった防潮堤に関す

るジレンマについて問いかけたかったという。この

設問に関して議論が進む中で、このジレンマには、

自然環境と防災のどちらを優先するかという問題だ

けではなく、地方と中央政府の依存関係も含まれて

いることが浮かび上がった。 

交流会終了後、改めて自分の住む地域の問題を再

検討する大洗町の参加者がいた。たとえば、足立氏

から筆者に以下の感想が送られてきた。（原文のま

ま）「黒潮町のブレない「海浜のコンセプト」に感

心した。観光地としての海浜に、地域が確固たるテ

ーマを絞り維持している地域は少ないのでは無いだ

ろうか？人が集まるゆえに生業が優先してしまう？

利益を優先してしまう？」つまり、従来の観光資源

と環境維持の両立問題に対して、足立氏は黒潮町の

事例を大洗町の状況に引き当てて、地域が利益を重

視しすぎたという問題点について考えていることが

わかる。 

一方、大洗町の栗原敬太氏の感想文は以下である

（原文のまま）「地域的社会（あえて地域社会とい

う語は使いません）の強度は、間違いなく、その社

会の防災意識や対応能力と比例関係にあると思いま

す。私の町はいつしかそのことを見失ったまま、日々 

を生き、津波が来ました。そしてそれが去った後も、

そのことの重要性に気づけずにいます。本当に必要

なのは防潮堤ではなく、その土地の社会と歴史の強

度なのかもしれません」つまり、自分の地域は巨大

な災害を経験しても、防潮堤のようなハード設備を

頼るだけで、いつか災害の記憶が風化してしまう可

能性が高いと気づいた。黒潮町の思想を学び、まず

地域のソフト面（歴史や文化など）を見直し、社会

全体を強化していきたいと再考した。 

黒潮町の参加者の意見について、交流会で実施し

たアンケートの自由記述の結果を収集した。「実際

に、被災してから復興に至った道のりに参考にでき

ることが多くあると思う。その中でも、特に人のつ

ながりが大事なのではないかと感じた」、「犠牲者

が出ないと復興に力強さが出る」など、大洗町の復

興体験と黒潮町が目指す防災の目標とが一致してい

ることが明らかになった。 

大洗町側は、直接黒潮町へ訪れることで、黒潮町

の思想、土地柄について理解した。興味深いのは、

大洗町はすぐに黒潮町の防災対策そのままを大洗町

に持ち帰り、導入しようとしなかった点である。大

洗町が行ったのは、防潮堤にまつわる生業、環境、

行政依存、海の保全などの問題を取り上げ、震災後

のまちづくりに対する考え方、海との関係性を見直

す作業であった。 

 

４．交流会以降の発展 

本研究のプロジェクトは 2 回目の交流勉強会で終

了し、筆者も交流会に関する研究は「このまま終わ

ったかな」と思っていた矢先に、2019 年 6 月になっ

て、大洗町で黒潮町の「T シャツアート展」のフレ

ンドシップ「風にひろがる T シャツ展」(図 3)を開く

という情報を SNS で知った。大主催者は 2 回目の交

流会に同行した栗原氏である。この取り組みの特徴

は、大洗町のオフィシャルの組織や協会ではなく、

栗原氏個人主催である。 

「風にひろがる T シャツ展」の T シャツは、大洗

町の海辺で展示された後に「本家」の黒潮町の「砂

浜美術館」の T シャツアート展で全国の作品と一緒

に展示される。この活動は 2019 年から 2023 年（現

時点）まで毎年期間限定で開催されており、2020 年

にコロナ禍で世の中のイベントが一斉に自粛した中

でも中止されなかった。筆者は栗原氏が個人の力で

継続的に Tシャツアート展を開催することを予想し

ていなかった。筆者は長年にわたり大洗町で活動し

ていたが、栗原氏とは 2 回目の交流会で初めて知り

合った。当時、栗原氏は 30代の若手であり、大洗町

の 50 歳以上の参加者が黒潮町までの遠征に参加す

る際のサポート業務を担当していた。栗原氏は復興

や防災、まちづくりには興味を持っていなかった。

しかし、黒潮町で開催された交流会の懇親会で砂浜

美術館の職員と直接話し、T シャツアート展に興味

を持つようになった。そこで、大洗町に帰った直後、

早速イベントの開催を準備し始めた。筆者がコロナ

禍の直前、2020 年 2 月に大洗町を訪れた。栗原氏に

再会した際、彼は「李さん、僕の人生が変わったよ」

と笑顔で言った。栗原氏はこれまで地元の風景や人

に対して見慣れているが、T シャツアート展の開催
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によって新しい出会いができ、「すごく楽しかった」

と話した。また、彼は自分自身の変化について以下

のように記述した。「この企画を発案した時には、き

っと私は孤独にはじめ、孤独に終わるものだと思っ

ていた。豈図らんや、といったところだろうか。こ

のような賛意や助力を表していただける人々がまわ

りにいたのだ。私は自分の生きるこの街のことをほ

んの少しだけ見直した」（7） 

また、T シャツアート展による実践活動について、

栗原氏は自分でつくったホームぺージで「大洗町は

かつての「被災地」、そして黒潮町はいつか困難が訪

れるかもしれない「未災地」です。未災地から被災

地へと黒潮にのって文化の連鎖がやってくる。なん

だか何かが始まりそうなストーリーじゃないです

か！」16）と記した。こうした経緯から、栗原氏は「T

シャツアート展」の開催という具体的な行動によっ

て、自分自身と地域の関わりを再構築したと考えら

れる。 

 大洗町ではもう一つの展開が生じた。交流会でだ

された提案の中に、「少人数が利用できる海水浴場」

があった。この提案は、コロナ禍を経て、海辺で読

書を楽しむという「砂浜図書館」(図4)として実現さ

れている。「砂浜図書館」は、黒潮町の「砂浜美術

館」との関連性から名付けられた。主催者は大洗観

光協会である。初回は2020年8月1日から8月23日まで、

比較的長期の日程で開催され、その後2022年まで毎

夏に実施されてきた。このイベントのきっかけは、

2020年7月にコロナ禍のため海水浴場が閉鎖された

ことである。その代わりとして、大洗観光協会が「ビ

ーチの新しい活用法」をテーマに、「砂浜図書館」

を開設したことである。 

「砂浜図書館」の図書はサンビーチの津波避難ビ

ルの一階の空間に設置されている。津波避難ビルは

通常普段時には意識されないが、図書を設置するこ

とで来場する機会を得、利用者はこの機に津波避難

を意識できるという効果が期待できる。来場者は本

を借り出してから、砂浜に「ソーシャルディスタン

ス」を設けて設置されたテント付きの座席で本を読

む。このような設計は、普段海水浴場に来られない

高齢者、足の不自由な県民を呼び込むことになり、

国内外のマスメディアでも報道された。 

「砂浜図書館」の選書を務める石井盛志氏は、「実

は『砂浜図書館』の取り組みはほぼ利益がない」と

述べている。しかし、多くの観光客が海で賑やかに

過ごすスタイルが存在するならば、静かに海を楽し

むという発想も必要だと指摘している。また、「砂

浜図書館」は防災や防疫だけでなく、人口減少の社

会に向けて自然との共存を提供できる取り組みと言

える。 

以上、地域間交流会という取り組みの実施を通じ

て、大洗町の住民が外部社会からの知識を得て、地

域資源を見直した上で、地域住民が主体的にTシャ

ツアート展や「砂浜図書館」のような黒潮町とつな

がる実践活動を展開した。 

５．インターローカリティの生成 

本研究の目的は、震災復興におけるジレンマや葛

藤を抱え、行政依存になりがちな地域社会にとって、

単に国、行政のドミナントの政策・計画支援を受け

るだけではなく、あるいは地域内で独自に文化や伝

統を守り、取り組むのではなく、オルタナティブ・

ストーリーの創出を目指し、ローカルとローカルを

つなげて、地域同士の間から知見を得たことで、地

域防災や外部社会との関係性の構築などの課題を解

決するインターローカリティの可能性を探り、イン

ターローカリティの生成プロセスを明らかにするこ

とである。 

インターローカリティの生成を議論する前に、ド

ミナント・ストーリーとオルタナティブ・ストーリ

ーについて詳しく説明する。ドミナント・ストーリ

ーの概念は、野口（2002）17）が提起したものである。

たとえば明治時代以降、日本人は「立身出世」、「刻

苦勉励」という人生物語に影響或いは制約されてき

た。その筋書きに合わない経験はすなわち、「挫折

の物語」、「悲運の物語」として語られる。ドミナ

ント・ストーリーの軌道に再び乗るために、自分自

身が努力して対処しなければならない。しかし「失

敗」となった際に、「うまく対処できない自分」、

「変えられない惨めな自分」が再生産されると、悪

循環の構造となる。 

ドミナント・ストーリーによる悪循環の構造を打

破するために、野口は「オルタナティヴ・ストーリ

ー」の展開を提示する。つまり、「原因を解明し、そ

れを除去したり改善したりすることで問題を解決で

きる（野口，同上，p.85）」に向かい、外部社会が当

事者の不足・欠落するそのものを提供するドミナン

ト・ストーリーの手法ではなく、「言語」「語り」「物

語」「対話」などの手法で、問題とその問題に影響さ

れてきた個人あるいはコミュニティとの新しい「関

係」をつくり出すのである。 
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防災に関するドミナント・ストーリーでは、無力

な地域の課題解決には、地域に不足または欠落して

いる要素を提供する手法が多い。たとえば、現行の

防潮堤の高さ不足を解消するために、防潮堤の建設

がある。震災後の風評被害および景気回復を促進す

るために、観光客数の増加やイベントの拡充がある。

そして、少子高齢化や地域の過疎化への対策として、

地域に移住者あるいは「関係人口」を誘致する手法

などが含まれる。ここでは、国の政策や防災の先進

地域を批判することではなく、防災に熱心に取り組

まない地域が、理想像に到達できないがゆえに先に

進めないという悪循環の構造に陥いってしまう可能

性があることを議論する。1章で言及したように、

地域が新たな支援に対応できないこともある。この

ようにして、ドミナント・ストーリーの文脈に沿っ

て発展していない地域あるいは当事者が「頑張って

いない」、「頑張れない」のような自己否定の感覚

を生じうることである。 

東日本大震災以降、「災害に強いまちづくり」、

「地域防災の強化」など、地域住民全員は熱心に防

災に取り込むべきであるというドミナント・ストー

リーの政策が推進されている。しかし、このような

ドミナント・ストーリーは、地域にとって防災に対

する考え方を制約してしまう危惧がある。大洗町の

ある住民からは、交流前の段階では、「黒潮町に教

えられることがない」という発言があった。それは、

大洗町が黒潮町のように、防災に対して熱心とはい

えないため、「防災先進地域」、地域防災の模範地

区の黒潮町に防災に関する知識を伝授することが難

しいという考え方があるからである。 

地域の優劣関係を作ってしまうことを避けるため

に、交流会では、専門家が政府の政策を中心に「地

域防災の強化」というドミナント・ストーリーを参

加者に教え込むことをしなかった。むしろ、交流会

という当事者のオルタナティブ・ストーリーを引き

出すための手法を通じて、地域住民（当事者）が登

壇者として自らの言葉で、これまで直面してきた課

題と取り組みを発表し、地域同士で議論した。 

大洗町では、黒潮町の防災の取り組みをそのまま

模倣するのではなく、地域自身の問題を振り返り、

町にとって何が必要なのかを自ら再考・整理した上

で、住民が主体的に他地域とつながる取り組みを行

うことができるというインターローカリティが生成

された。このインターローカリティの生成のプロセ

スについて説明する（図 5 参照）。 

まず、大洗町は黒潮町とのローカリティの知識の

交換を通じて、重要な知見を得た。黒潮町は単に震

災後にドミナント・ストーリーの軌道に乗って「防

災推進地域」になったのではない。すでに 2.2 で言

及したように、黒潮町は 1960 年代から「私たちの町

には美術館がありません。美しい砂浜が美術館です」

という独自の思想を持っている。地域に不足・欠落

する何かそのものを外部からうけるのではなく、地

域が自らの価値と同等で代替物として見つけ出すの

である（詳しくは矢守・李，2017 参照）14）。黒潮町

の思想が砂浜美術館の実践関連活動、たとえば T シ

ャツアート展、漂流物展示、そして防災文化による

地域行政一体となる作法などで体現されている。大

洗町の住民は、実際に黒潮町へ訪れることで、現地

の方と触れ合い、黒潮町の思想や活動を自分自身で

体験した。大洗町の防潮堤にまつわる観光の利益問

題、行政依存、海の保全などの問題、大洗町のまち

づくりに対する考え方、海との関係性を整理し、再

考していた。 

次に、防災（防潮堤の高さの検討あるいは単発の

避難訓練など）そのものではなく、一見防災とは関

係ない「砂浜図書館」、Tシャツアート展のような

アートの活動が行われた。アートを通じて人と海を

つなげるためにTシャツアート展を開催し、大勢の

観光客を呼び込むことを目的とするのではなく、少

数で多様な利用者が海を楽しむために「砂浜図書館」

を設置した。図書館、あるいは売店などの建物を作

らずに、海辺でアートを表現することで、黒潮町の

「砂浜美術館」の思想（ローカリティ）を大洗町に

おいてインターローカリティとして再具象化した。

もちろん、これらの取り組みは住民の地域防災への

意識の向上を目指すものではない。一方、住民や観

光客に対して海や自然環境を多角的に理解するよう

に促すと同時に、海が引き起こす災害の側面も理解

でき、避難行動につながるものであると考えられる。 

 
図 5 インターローカリティ生成のプロセス 
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もう一つのインターローカリティの知見は、外部

社会としての「ガルパン」のファンは、大洗町にと

って単なる観光資源だけではなく、平常時も災害時

にも相互に支えあう外部社会であることである。2.1

で言及したように、「ガルパン」による聖地巡礼の

効果が大洗町に多大な経済効果をもたらした。一方、

「ガルパン」に頼らずに、地域独自の観光の取り組

みをつくるべきだという意見もある。地域防災をテ

ーマにする交流会のような取り組みは、地域住民向

けであり、外部社会である「ガルパン」のファンと

は関係ないと考えられる。 

しかし、1回目の交流会では、ファンが積極的に参

加・発言した。ファンが災害支援を行う可能性があ

ることを研究者が提示することで、ファンが地域防

災の一つの力になるという考え方に地域側は変化し

た。また、2回目の交流会を開催できるようになった

きっかけは、「ガルパン」のファンである。他方で、

交流会でのファンの発言から明らかになったように、

ファンにとって、大洗町の商店街は積極的にファン

に話しかけ、「人間味がある」居場所を提供してい

る存在である。ファンはこの居場所を維持するため

に、大洗町に対して防災や支援の活動を行い、その

結果として貢献することにつながっている。実際、

交流会が終了してから1年後、コロナ禍の蔓延で、

経済活動を停止していた大洗町に、ファンがクラウ

ドファンディングで資金を集め、大洗町の商店街に

大きな支援を行っている18）。大洗町は外部社会に対

する態度や考え方の変化およびファンと地域が相互

に需要を提供することのステップを通じて、「ガル

パン」のファンは地域の防災対策につながるという

インターローカリティが生成された。 

 

６．終わりに 

本研究は、震災後に、防災と産業維持の両立問題、

外部社会との連携の課題などさまざまな課題を抱え

る大洗町を対象に、ドミナント・ストーリー手法の

ような一律化された計画や政策を持ちこむことでは

なく、地域間交流のイベントを開催することで、イ

ンターローカリティの生成により地域課題の解決を

目指した。具体的に生成されたインターローカリテ

ィとは、まず地域は他地域の防災の取り組みをその

まま模倣するのではなく、地域自身の問題を振り返

り、町にとって何が必要なのかを自ら整理・再考し

た上で、住民が主体的に他地域とつながる取り組み

を行うことである。次に、アニメの聖地巡礼効果に

よる外部社会としてのファンの活動は、単に観光に

よる町おこしという範疇を超え、平常時も災害時に

も相互に支えあう関係性を構築することで、地域防

災対策になりうることである。 

また、本研究における地域間交流によるインター

ローカリティの生成の手法が他地域にも通用すると

考えられる。そこで、他地域で交流会の取り組みの

実現を取り組んでいる。たとえば、筆者らは土砂災

害の地域防災をテーマにする日台交流会の取り組み

を行っている。具体的に、2022 年 9 月 7 日に台湾の

1999 年の集集大地震の被災地である雲林県華山村

と土砂災害のリスクがある高知県四万十町大正地区

（未災地）がオンラインで交流した 19）。大洗町と黒

潮町の交流会のように、住民が登壇しそれぞれの取

り組みを自らの言葉で紹介した。その後、台湾側に

若者の地域防災への参加意欲を向上する仕組みが開

発されたというインターローカリティが生成された。 

今後は、地域間の交流会を継続的に開催し、多く

の当事者の声を集めていく予定である。また、議論

の範疇は自然災害の防災だけではなく、新型コロナ

ウイルスによる感染症も含めて、さまざまなローカ

ルとローカルをつなげて地域の課題の解決手法を見

出していく。 
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補注  

(1)国土交通省東日本大震災を踏まえた津波防災対策の基

本 的 な 考 え 方 に よ り

https://www.mlit.go.jp/river/kaigan/main/fukkyufukko/pdf/fuk

kyufukko01_1508.pdf(2023-06-10) 

(2)大洗町役場ホームページ 2023年5月の人口により

https://www.town.oarai.lg.jp/chouseijouhou/machinogaiyou/9

07/ (2023-06-10) 

(3) 茨城県市町村 2023年 4月の人口データにより

https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tokei/fukyu/tokei/sugata/lo

cal/oarai.html(2023-06-10) 

(4)大洗町における「ガルパン」の関連のイベントについて、

以下の新聞記事を参照できる。読売新聞記事「ガルパン

も協力 献血者に記念品」(2023-8-31)、読売新聞記事「ガ

ルパン列車 ありがとう 鹿島臨海鉄道 運行終了へ

＝茨城」（2023-5-12） 

(5)産経新聞記事「防災と景観どう両立？ 大洗の防潮堤４
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https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tokei/fukyu/tokei/sugata/local/oarai.html(2023-06-10)
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割 完 成 も 県 と 地 元 協 議 続 く 」 に よ り

(2018-03-13)https://www.sankei.com/article/20180313-JYB7

6DHV2FKRLKM7VS6OST2R3Y/（2023-10-25） 

(6)黒潮町役場ホームページ2023年5月のデータにより

https://www.town.kuroshio.lg.jp/pb/cont/machi-data/20743

(2023-06-10)

(7)栗原敬太氏がペンネームで発表した文章からの引用。栗

原敬遠(2020),報告海への遠い旅,文芸夜半,No.6,pp.73-87.
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関東大震災時に制定された特別都市計画法の法的検討 

－法案制定経緯、他の法律との適用関係、その後の法律への継承関係を中心にして－ 

Legal review of the Special City Planning Law Enacted after the Great Kanto Earthquake 

－ Focusing on the process of enactment of the law, its applicability to other laws, 

and its succession to subsequent laws － 

本研究では、復興法制の評価のための基礎資料を得るため以下の研究を実施する。第一に、関東大震災時に制定さ

れた特別都市計画法の制定過程を分析し、その経緯を明らかにする。第二に、特別都市計画法について、一般法であ

る都市計画法、耕地整理法との適用関係を整理し、震災被災地に不可欠な部分に関する特例規定のみが整備されたこ

とを明らかにする。第三に、関東大震災時の特別都市計画法の規定が、関東大震災時の特別都市計画法から、戦前に

おける都市計画法改正による一般化、さらに戦災復興時の特別都市計画法を経て、戦後の土地区画整理法に、一定率

まで無償減歩をする規定以外は継承されたことを明らかにする。 

キーワード: 関東大震災、特別都市計画法、都市計画法、土地区画整理、耕地整理 

Keywords: Great Kanto Earthquake, Special City Planning Law, City Planning Law, Land readjustment, 

Arable land readjustment 

1．はじめに

本稿は、日本の近代法体系の中での最初の復興法

制である、関東大震災時に制定された特別都市計画

法について、法的分析を行うことを通じて、その後

に講じられた復興法制を評価するための基礎資料等

を提供することを目的とする。 

関東大震災時に制定された法律のうち、特別都市

計画法を分析対象とした理由は以下のとおりである。 

関東大震災が発生した1923年9月1日から翌年8月

31日までの間に法律又は勅令（明治憲法第8条又は第

70条に基づく緊急勅令及び現代法での行政組織法に

該当する官制勅令を対象とする。以下同じ。）は合

計で86本が制定されている。このうち、土地、建物

に関係のあるものとしては、 

①帝都復興院等の復興組織関係（表1の赤のセル） 

②都市計画関係（表1の緑のセル）

③借地借家関係（表1の青のセル）

である。詳細は表1参照。なお、関係する表は以後、

表4を除き、すべて文末に掲載する。 

①の帝都復興院等の復興組織関係については、越

澤明をはじめとする先行研究(1)が存在し、また、帝

都復興院が短期間で廃止された要因など政治学から

の重要な論点はあるものの、国民の権利義務に関わ

るものではないことから法的な論点は乏しい。一方

で、③の借地借家関係については、多くの法的論点

を含むものの、既に、小栁春一郎など先行研究(2)が

豊富である。 

②の都市計画関係(3)については、特別都市計画法

の特例内容となっている土地区画整理事業の観点か

ら、工学者による先行研究(4)が複数存在する。ただ

し、これらの研究は、具体の事業内容を分析する前

提としての制度分析が中心であり、特別都市計画法

の法案作成経緯や成立した法律と一般法との関係、

さらに、特別都市計画法の内容が現行法にどのよう

に受け継がれたかという点を、条文レベルまで分析

したものではない。このため、本研究では特別都市

計画法を法的観点から分析する。 

また、特別都市計画法に関する、これらの法的論

佐々木晶二*1

Shoji SASAKI*1 
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点を個々の条文に則して分析する点に、本稿の独自

性、新規性がある。 

なお、本稿は一次資料を一つ一つ読み込んで分析

をしている。具体的な一次資料は、条文について国

会図書館デジタル資料中の官報に、帝国議会議事録

は帝国議会会議録検索システムに、検討中の法案に

ついては、国会図書館デジタルコレクション中の復

興事務局編『帝都復興事業誌 緒言・組織及び法制

編』（1931年）（以下「復興誌」という。）に、その

他の公文書は国立公文書デジタルアーカイブに、当

時の書籍は国会図書館デジタルコレクションに基づ

いている。また、当時の法令、文献については、旧

字体は現在の字体に変更し、適宜、下線及び句読点

を追加する。 

2．検討中の法案及び議会提出法案 

2-1 帝都復興法案

復興誌162頁-170頁によれば帝都復興院では当初

は、帝都復興法案という名称の法案を作成していた。

この法案の条文として、復興誌記載のものを前提に

論じる(5)。 

帝都復興法案の内容としては表2の列Aに記載の

とおりである。具体的には、 

①復興計画関係（表2行2，3の列A）

②復興のための土地利用規制関係（表2の行4から

7の列A関係）

③-1 事業のうち土地区画整理関係（表2の行8か

ら14の列A関係）

③-2 事業のうち収用事業関係（表2の行21から23

の列A関係）

④費用負担関係（表2の行24から28の列A関係）

である。

法律の内容としては、上記のとおり、復興計画と

いう上位計画から、土地利用規制、事業、費用負担

までを含んでおり、他の法律とは独立した復興事業

のための独自の法体系を目指したものと理解できる。 

2-2 帝国議会に提出された帝都復興計画法案とそ

の案に修正された理由 

1923（大正12）年12月14日に国会に政府提出され

た法案は、（1）に述べた検討中の帝都復興法案とは

大きく異なり、帝都復興法案で存在した復興計画関

係、土地利用関係、収用事業関係、費用負担関係

（公共団体に一部負担を求めることができる規定を

除く）の規定をすべて削除して、土地区画整理の特

例に特化した内容となっている。 

その理由として、事業誌170頁によれば、以下のと

おりとされる。 

この法案は、その後法制局の審議の結果、本法は

むしろ、都市計画法の特例規定として、都市計画

法と併行して適用せられるべき性質を有するも

のと解し、該法案中都市計画法と重複するもの

と認められる規定は全部これを削除し、条文を

わずかに十カ条とし、その名称も帝都復興計画

法と改め（た） 

ただし、この説明は、復興計画、土地利用規制、

収用事業を削除した部分については該当するとして

も、表2行24から28の費用負担に関する部分を削除

した点の説明としては不十分であり、財政支出に係

る部分について財政当局との調整ができなかった可

能性は否定できない。 

一方で、帝国議会に提出された帝都復興計画法案

の内容となった土地区画整理に関しては、以下の対

応がとられている。 

①組合施行に関する規定の削除（表2行13，14の列

B）

②土地区画整理に関する移転命令、道路等の公共

の用に供する土地の公共編入、1割以上の宅地

面積減少の場合の補償など多数の特例規定の追

加（表2の行15から20の列B）

これらの修正は、法制局の指摘として想定される

法理論から追加されるものとは想定しにくく、実質

的な政策判断から追加等をされたと推測されるが、

短期間にこれらの規定が追加された理由は確認でき

ない。ただし、上記②のうち、宅地面積減少1割まで

は無償としそれ以上は補償をするという規定につい

ては、別途、帝都復興院評議会決議事項報告の件(6)

（1923年（大正12）年12月22日）20頁において、希

望決議事項として、以下のとおり定められたことが

確認でき、これが法案に反映されたものと解される。 

13 土地利用の増進を図り、保安衛生上の支障

を少なからしむるがため、焼失区域全体にわた

り土地区画整理を徹底的に断行すること。ただ

し、道路公園その他公用に供するため土地整理

関係上、土地の約 1 割を無償提供せしむること 

2-3 帝国議会の審議によって成立した特別都市計

画法と議会修正の背景 

帝国議会の修正を受けた上で、1923（大正12）年

12月24日に公布された法律は、表2の列Cに記載し

たとおりである。 

公布された法律では、政府提案の帝都復興計画法
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案の特例規定の大枠は維持されたものの、以下の項

目について、帝国議会（衆議院で修正され貴族院は

その案を承認）で追加修正されている。 

①法律の名称を「帝都復興計画法」から「特別都

市計画法」に変更し関連して「復興計画」の用

語を「特別都市計画」に変更（表2の行1の列C） 

②組合施行の土地区画整理を前提とした規定を追

加（表2の行11，14の列C） 

③工事完了前の換地処分を可能とする規定を追加

（表2の行12列C） 

この修正理由を帝国議会議事録（1923（大正12）

年12月20日）3頁から確認すると、衆議院で修正提案

を行った小橋委員は以下のとおり説明している。 

（法律の名称について） 

帝都復興計画というように大きな名前のもとに

この法案を表す必要は少しも無いのでありま

す。 

 

（組合施行を追加したことについて） 

土地区画の性質上また所有者という関係、所有

者の利益を増進するという関係からして、これ

はもともと、所有者、地主の自治自由の組合に

その精神はできているのであります。ゆえにま

ずもって土地所有者の区画整理をなすように途

を開いたのであります。 

（換地処分の特例について） 

換地処分についても、特別なる場合を適用する

途を開いたのであります。 

いずれの説明もそれほど強固な説得力は持たない

ものの、政府も、当初の帝都復興法案では組合施行

を想定した条文を検討していたこと（表2の行13，14

の列A参照）などを踏まえると、政府側も、特に、

事業実施に支障がなく修正に強く抵抗する必要がな

いと考えた可能性が高い。 

 

3．制定された特別都市計画法の他法との適用関係 

3-1 施行主体 

特別都市計画法は土地区画整理に関する特例に特

化した内容となっているが、表3の行1，2の列Cに

記載のとおり、行政官庁、行政庁、公共団体(7)及び

組合施行を前提とした規定があるものの、これらの

主体が施行できるという権限を明記した規定は存在

しない。 

一方で、1919（大正8）年公布で関東大震災以前か

ら施行されており、特別都市計画法の一般法にあた

る都市計画法においては、以下に示すとおり、土地

区画整理に関して第13条の規定において施行主体と

して、組合と公共団体施行は位置付けられている。

しかし、行政庁施行については明らかではない。た

だし、都市計画事業全体を定めた第5条で行政庁施

行の規定があることから、結果として、一般法の都

市計画法の側に施行主体が位置付けられていると解

することができ(8)、このため、特別都市計画法上は施

行主体を明記する規定をおいていないと整理できる。

上記の趣旨を表3の行1，2の列Aと列Cに記載してい

る。 

第 5 条 都市計画事業は、勅令の定めるところに

より行政庁、これを執行す。（第 2 項略） 

 

第 12 条 都市計画区域内における土地について

は、その宅地としての利用を増進するため、

土地区画整理を施行することを得。 

前項の土地区画整理に関しては、本法に別段

の定めがある場合を除くのほか、耕地整理法

を準用す。 

第 13 条 都市計画として内閣の認可を受けたる

土地区画整理は、認可後一年内にその施行に

着手するものなき場合においては、公共団体

をして都市計画事業としてこれを施行せし

む。（第 2 項略） 

（旧字体は現在の字体に、カタカナはひらがなに

変更、下線及び句読点は筆者追加） 

 

3-2 事業内容と手続き 

土地区画整理については、3-1で引用した都市計

画法第12条の条文により耕地整理法を準用しており、

それ以外の具体的な土地区画整理の事業内容等につ

いて特段の規定を都市計画法で置いていない。 

特別都市計画法においては、耕地整理法第43条で

は建物のある宅地について土地所有者、借地人の同

意なしには施行区域に含むことができないという制

限について、震災被災地である都市部の実態を踏ま

え、特別都市計画法第3条の規定によって土地所有

者等の同意なしに建物のある宅地を施行区域に編入

できる特例を設けている。同様に、耕地整理法第31

条で工事完了までは換地処分ができないという制限

を、特別都市計画法第3条第2項で緩和している。 

また、特別都市計画法第6条で換地予定地にある

工作物の所有者への移転命令の規定を創設している

が、これは、耕地整理法第27条に基づき施行者が工

作物等を除却できる規定を補充する性格のものであ

る。 
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なお、特別都市計画法第4条で組合設立のために

耕地整理法では求めていなかった借地権者に関して、

その保護の観点から同意を求めたものである。 

これらの耕地整理法との関係については、関係す

る耕地整理法の条文(9)を以下に示すとともに、表3の

行4から7の列BとCにその適用関係を示している。 

第27条 整理施行者は、耕地整理施行のため必要

あるときは、整理施行地区内の工作物または木

石等を移転し、除却し、または破棄することを

得。ただしこれにより生じる損害はこれを補償

すべし。 

第31条 前条の規定による処分は整理施行地の

全部につき工事完了したのちにあらされば、こ

れをなすことをえず。ただし規約に別段の規定

ある場合はこの限りにあらず。 

 

第43条 左に掲ぐる土地はこれを耕地整理組合

の地区に編入することをえず。ただし、第一号

ないし第三号の土地については主務官庁また

は公共団体の認許、第四号ないし第八号の土地

については土地所有者関係人及び建物につき

登記したる権利を有する者の同意を得たると

きはこの限りにあらず。 

一 御料地、国有地 

二 官の用に供する土地 

三 府県、郡、市町村その他の勅令をもって指

定する公共団体の公共又は公共の用に供す

る土地 

四から七（省略） 

八 建物ある宅地 

 

3-3 公共施設の扱いと減歩 

公共施設の扱い等についても原則は3-2に述べた

とおり耕地整理法の準用になるが、事業完成後の道

路等の用地移管について、耕地整理法第11条第2項

では、以下に示すとおり、畦など小規模な公共施設

を前提としており、整備後は一律に国有地に編入す

ることとしていた。しかし、震災被災地では公共施

設の管理者等も複雑であることから、特別都市計画

法第7条において、行政庁又は公共団体施行を前提

にしてその費用を負担した国又は公共団体の所有地

とする規定を設けている。 

第11条 耕地整理を施行するために国有に属す

る道路、堤塘、溝渠、溜池等の全部または一部

を廃止したるにより不用に帰したる土地は、無

償にてこれを整理施行者の所有者に交付す。 

耕地整理の施行により開設したる道路、堤塘、

溝渠、溜池等にして前項廃止したるものに代わ

るべきものは無償にてこれを国有地に編入す。 

また、震災被災地で新たに公共施設を整備するこ

とを進めるため、特別都市計画法第8条において、1

割までの減歩は無償、それ以上の減歩については補

償金を交付する規定を創設した。これらの耕地整理

法との関係については、表3の行8，9の列BとCに記

載している。 

 

3-4 小括 

以上のとおり、特別都市計画法では、一般法であ

る都市計画法で規定されている施行主体については

規定せず、また、準用法である耕地整理法の規定に

ついて、震災被災地の特性に合わせて適用除外、補

充又は追加規定を設けている。 

 

4．特別都市計画法の規定のその後の展開 

4-1 第二次世界大戦までの追加修正 

関東大震災時に制定された特別都市計画法の規定

のうち、震災被災地に限定せずに土地区画整理一般

に適用できるものとして、施行区域内に建物のある

宅地を土地所有者の同意なしに編入できる特例につ

いては、1931（昭和6）年改正で都市計画法に施行主

体にかかわらず適用される内容に拡充して追加され

ている(10)。 

また、事業によって整備した公共施設を国又は地

方公共団体に移管する特例についても、1940（昭和

15）年改正で都市計画法に一般則として規定されて

いる。これらの点についてを示したのが表3列Dで

ある。 

 

4-2 戦災復興時の特別都市計画法 

第二次世界大戦の戦災復興のため1946（昭和21）

年9月11日、特別都市計画法（以下「新特別都市計画

法」という。）が新たに公布されている。その内容

については、いわゆるグリーンベルトを構想した緑

地地域の規定もあるものの、大部分は、関東大震災

時の特別都市計画法の規定を踏襲している。 

関東大震災時と同種の特例として、 

①建物がある宅地に加え、公有地等も土地所有者

等の同意なしに区域編入ができること（新特別

都市計画法第5条第1項） 

②工事完了前でも、換地処分ができること（同条

第2項） 

16
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③工作物の除却命令に加え、立ち退き命令ができ

ること（第15条）

④無償減歩の率について1割5分まで引き上げたこ

と（第16条）

ただし、④の部分は制定直後に憲法第29条違反の

議論がでて、1949年に新特別都市計画法を改正して、

この規定を削除し、従前地と換地が等価であること

を前提にして価格が減価した場合には補償金を支払

う規定が設けられた。 

なお、新特別都市計画法では、施行主体に行政官

庁がならないことが法文上明記されるとともに、関

東大震災時の特別都市計画法には規定されていた組

合施行を前提する規定は措置しなかった。これらの

点は表3の列Eに示している。 

4-3 1954（昭和29）年制定の土地区画整理法

戦前からの土地区画整理に関する特例及び耕地整

理法準用部分を統合して、1954年に土地区画整理法

が制定された。 

この制定当初の土地区画整理法に規定された、こ

れまで論じた点に関係する事項は以下のとおりであ

る。 

①施行主体について、個人、組合、公共団体、行

政庁、行政官庁を明記したこと（第3条）

②対象区域についても都市計画区域内と規定し、

区域の対象となる土地の限定をなくしたこと

（第2条）

③借地権者については、組合設立時に土地所有者

と同等の3分の2の同意要件としたこと（第18条） 

④工事完了前の換地処分も例外的に可能としたこ

と（第103条）

⑤大臣又は知事による移転除却命令と施行者によ

る移転除却権限を創設したこと（第76条、第77

条）

⑥事業によって整備された公共施設の土地の所有

権を公共施設管理者とすること（第105条第3項） 

⑦施行後前後で価格が減価した場合には減価補償

金を交付すること（第109条）の規定が設けられ

た。

これらの点は表3列Fに示している。 

4-4 小括

関東大震災時に制定された特別都市計画法に基づ

く土地区画整理の特例のうち、震災被災地に限定せ

ずに一般的に適用すべき規定は、戦前において一部

は都市計画法に一般則として規定され、さらに、戦

後の新特別都市計画法、土地区画整理法に受け継が

れている。 

ただし、その例外として、特別都市計画法で措置

された1割までは無償で減歩する規定については、

現行憲法下での違憲のおそれがあることから、戦後

においては、事業施行前後で価格が減少した場合に

は補償をするという減価補償の規定に置き換わって

いる。 

5．まとめ 

本稿においては、関東大震災時に制定された特別

都市計画法の改正経緯、具体的な条文内容と他の法

律との関係、その後の法改正の動きを明らかにする

ことによって、 

①一般法である都市計画法の適用を原則としつつ、

特例のみを特別都市計画法に規定したこと

②既存の事業制度である耕地整理法を準用してい

た土地区画整理について、震災被災地の実態に

即して必要な部分に限って適用除外などの規定

を措置したこと

③その後、戦前の改正においても一般化が一部行

われ、土地区画整理事業に関する一般法として

戦後に制定された土地区画整理法の中に、特例

が恒久的な規定として位置付けられたこと

を確認した。これら点はその後の復興事業法制を評

価する上での基礎資料となりうると考える。 

これをより一般化すると、復興立法政策論として

「大災害後に復興事業法制を改善する場合には、全

く新しい事業制度を創設するのではなく、既存事業

制度を改正する形式が適切である」という仮説（以

下「既存制度改正方針」という。）が提示できる。

ちなみに、戦後の大災害に対応した復興事業法制の

対応状況は、表4のとおりであり、既存制度改正方針

と整合的である(11)(12)。今後の大災害時の法改正にあ

たっても、この既存制度改善方針に即して、全く新

しい事業制度を創設するのではなく、土地区画整理

事業、市街地再開発事業等の既存事業制度の特例措

置を講じる可能性がある。

翻って、既存制度改正方針は、理論的には次の二

点が優れている。第一に、復興事業は、財産権の内

容を強制的に変更させる内容を有している。 

これを適切に実施するためには、住民参加等の手

続き規定等が整備されている既存制度を活用した方

が、権利制限内容を適正な範囲内に止める観点から

は優れている。第二に、復興事業はその実施にあた

って、行政と土地所有者等との十分な意見調整が必
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要であり、その際には専門知識が不可欠である。新

しい事業制度の専門知識は現場の行政には存在しな

いことから、既存の専門知識を活用できる既存制度

改正方針の方が、現場での意見調整が円滑に進む。 

ただし、既存制度改正方針に対しては、「想定外

の大災害に対応した十分な制度設計が、既存制度の

枠組に制約されて困難になる」という批判もありえ

る。よって、既存制度改正方針は、今回得られた特

別都市計画法の法的検討結果に加えて、より幅広く

事業制度を分析することによって、批判に耐えられ

るように説明能力を高める必要がある。この点につ

いては、今後の検討課題とする。 

 

表4 戦後の大災害と復興事業に関する法改正 
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戦前の法改正は、戦後と異なり改正経緯のデータベース
が未整備なため、官報の題名から一つ一つ法改正事項を
確認していく必要がある。1931年改正は筆者が偶然に発
見することができたが、このような異例な立法形式の結
果、題名から改正事項を把握することが困難であったと
いう問題点を指摘する。なお、戦前の都市計画法改正事
項は表3列D以外に存在しないことは確認済みである。 

(11) 表4の行6の復興一体事業は実績がゼロであり、既存
制度改正方針の反証とはなっていないと整理している。 

(12) 東日本大震災の際の復興制度の実績については、拙
稿「東日本大震災以降に発出された生命・財産に関係す
る法律及び超法規的通知の実態及び今後の改善のあり
方に関する研究」筑波大学博士（社会工学）論文 2022年、
拙稿「東日本大震災時及びそれ以降の復興制度に関する
内容及び課題について」都市計画2023年72巻4号通巻363
号  18頁-21頁参照。 
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表1 1923（大正12）年9月1日から1年間に制定された関東大震災関係の法律及び勅令 
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表2 検討案であった帝都復興法案、提出法案である帝都復興計画法案、成立した特別都市計画法の比較 
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表3 特別都市計画法の他法との適用関係及びその後の法律への継承内容 
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「福島原発事故におけるもやい直しの可能性」 

－原発事故避難者による表現活動の事例から－ 
The Possibility of Moyai-naoshi (Reconstruction of Relationships) in the Fukushima Nuclear Accident 

－ A Case Study of Poetry Writing and Reading by a Woman who Evacuated from Fukushima－ 

福島と水俣の共通項は、地域社会の環境や人間関係が大きくダメージを受けた経験から立ち直る試みがおこなわ

れてきた点である。その実践としての「もやい直し」は、福島原発事故以降にアートや表現行為を通じて行われは

じめてきた。本稿では、福島原発事故後における人間関係の分断を「もやい直す」可能性がどのような側面で生じ

ているのかを明らかにするために、避難先で詩の朗読劇をおこなう実践を取り上げた。原発事故をめぐる問題に個々

人が向き合うためには、問題そのものを話しやすくするきっかけが必要であり、その役割を表現活動が媒介してい

た。現段階で現れているもやい直しの兆しは、個々人が他者の視点に触れることによって、自分自身の経験にもと

づいた語りが生まれているところに見られた。 

キーワード: 原発事故，分断，もやい直し，表現／創作活動 

Keywords: Fukushima Nuclear Power Plant Accident, Reconstructing Relationships, Creative Activities 

１．問題の背景と先行研究 

福島県での原発事故およびそれに伴う放射性物質

の拡散は、自然環境や人体への影響を及ぼし、さら

には家族や友人、地域社会内の人間関係に分断をも

たらす事態であった。分断をもたらした要因とは、

人々の生活における被害を分けることによるもので

あった。たとえばそれは避難指示区域の線引きがも

たらした賠償金の差であり、誰が強制的な避難者で

あり、自主的避難者は誰なのか、そして放射性物質

のリスク認識に伴う価値判断の違いなど、福島原発

事故以降の分断は今もなお尾を引いている。 

かつてチッソによる水俣の水銀汚染は、福島と同

様に地域社会に根強い分断をもたらした。元水俣市

長である吉井は、「もやい直し」という言葉をもと

に、地域再生に向けて市民、行政、そして加害企業

であるチッソをふくめた地域社会の再構築に向かっ

た１）。 

水俣と同様に福島においても、地域社会のなかで

なぜ分断が長期化するのだろうか。そのような分断

を修復する兆しはいかなる実践のもとで生じている

のだろうか。この点について先行研究では、過去の

価値転換という視点から論じている。松浦によれば、

ある集団にとっての過去の出来事をめぐる「負」の

記憶は、別の集団にとっての「正」の過去として解

釈される場合がある2)。過去の記憶に否定的な意味を

付与する「負の遺産」は、現在において肯定的な意

味をもつ過去としての価値転換がなされる際に「ヘ

リテージ化」（遺産化）がなされるという。

このような負の出来事を現在における肯定的な価

値へと転換してきた例が水俣の「もやい直し」であ

る。除本は、地域内の分断の修復を図るために、対

話を通じて個人の価値観の変容が促されることが必

要であると論じた。そこでは必ずしも多様な価値観

に中立的であるのではなく、「どのような価値を重

視するのかを互いに明示しながら、過去の解釈をめ

ぐるコミュニケーションを活性化していくこと」3)

によって、過去をめぐる多義的な解釈が生まれる。 

 しかしながら、対話を通じた価値転換がおこなわ

れるまでに、個々人が問題そのものに向き合うこと

の困難さは付きまとう。石原は紛争解決学の視点か

坂本 唯※1 

Sakamoto Yui※1 
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ら水俣における地域社会の分断と修復について、い

まだ不十分な側面があると評価している4)。裁判を通

じて表面的な解決がなされてきた一方で、個人の内

面にある傷ついた経験は、問題解決の交渉にいたる

過程でいまだ癒されずにいるという。福島原発事故

においても同様に、地域社会および人間関係の分断

が潜在的にある状況は、問題そのものを他者と話し

合うことを困難にさせる。例えば、放射性物質の影

響をめぐる食品の選択は、個人の価値観を露呈させ

るものとして、あえて他者には話さない傾向にある。

個人の内側で問題を抱えなければならない閉塞感は、

社会のなかで問題をさらに風化させる状況を生み出

している5)。 

 

２．分析視覚としての修復的実践 

 水俣と福島の問題をめぐって、これまで共通の問

題構造が見出されてきた。本稿が注目する関係性の

修復は、水俣と福島の共通性を論じるうえでの重要

な側面の一つである。例えば成・牛島らによる報告

では、カイ・エリクソンを引用しながら、原発事故

以降の福島では集合的トラウマが発生している状態

であると説明する 6)。ここでいう集合的トラウマを

抱えた状態とは、コミュニティで培われてきた関係

性が損なわれることによって、問題について話し合

うことができない状態が継続されることである。だ

からこそ水俣と福島では、個々人が受けた被害の救

済が求められる一方で、被害状況をめぐった立場の

異なる人々の関係性の修復が共通の課題とされてき

た。 

 一方で、それぞれの地域社会内部のコミュニティ

が、どのように集合的トラウマへ応答してきたのか

については違いがある。水俣の場合では、関係性の

再構築が目指される際に、人間以外の生命もふくめ

た修復的実践がなされてきた（1）。 

 福島原発事故においては、放射性物質の影響を受

けた土地の自然環境を守る動きがある一方で、土地

を更地に戻す影響力も強く働いている。原発事故が

起きたことが分からないような土地が増えるにつれ

て、人間にとっての復興は進んでいるのかもしれな

い。だが、残留する放射性物質による影響など、数

多くの問題を残したまま土地との関係性だけでなく

コミュニティの成員の関係性も修復されていない状

態である（2）。 

 このようにいまだ福島では、集合的トラウマへど

のように向き合うことができるのかが見出されてい

ない現状にある。そのため、問題構造を共有する水

俣の修復的実践は、今後の福島原発事故をめぐる分

断状況に示唆を与えると考えられる。 

 それではどのようにすれば、関係性の修復に向け

て問題を他者と共有し、価値観を認め合うための対

話につなげることができるのだろうか。その実践の

一例を、水俣でおこなわれた慰霊式に見出すことが

できる。小松原は、もやい直し事業の一つである「火

のまつり」を分析し、行政行事のなかで取り入れら

れた「祈り」や「許し」について記述した7)。そこで

の祭礼は、身体的な経験によって参加者の内面の傷

口に触れるものであった。これまで地域社会にとっ

てのタブーであった水俣病に向き合うというきっか

けが、表現行為によって生み出されたのである。 

 福島原発事故以降においても、アートや表現活動

を通して、個々人の経験した原発事故による苦悩や

そこから得られたものを伝える試みが行われ始めて

いる。2017年に開催された「もやい展」8）は、写真

家である中筋純氏が発起人となり原発事故によって

分断された自然環境や人間同士の対立関係を解きほ

ぐす試みとしておこなわれた。また、この展覧会に

出展したアーティストらを中心に、原発事故の影響

を伝える媒体として独自の伝承プロジェクトである

「俺たちの伝承館」を制作している。石谷によれば

アートを介したトラウマの解決には、個人の傷を癒

す機能があるだけでなく、社会的なコンフリクトを

緩和することができるという9)。そのような手法では、

加害－被害関係を争点とせずに、多様な視点から原

発事故を伝えるための実践になりうる。本研究では、

原発事故を経験した個人が、表現活動にもとづいて、

どのように自身の体験を伝えているのかを分析する。

そのような実践のなかで、福島原発事故以降のもや

い直しの可能性が、いかなる部分に生じているのか

を明らかにする。 

 

３．調査概要と対象者のプロフィール 

当該研究は2019年より原発事故避難者を対象に、

事故以前と以降における生活および人生の変遷につ

いて聞き取りをおこなってきた。その中でも、事故

をきっかけに創作および表現行為を通して、自主的

に原発事故の影響を伝える活動をはじめた人物が24

名のうち3名であった。 

本調査では、先述したアーティストらによる独自

の伝承プロジェクトの参加者である井上美和子氏を

分析の対象としている。なお調査期間は2021年7月～

2023年6月までにおこなわれ、インタビューおよび参

与観察を実施した際のフィールドノートに基づいて
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いる。 

国や福島県が主体となった伝承施設や、民間団体

による施設において、展示空間および語り部講話を

もとに原発事故の実態を伝承する試みがなされてき

た。具体的な展示内容について、国や福島県主体の

施設では原発事故以降の環境回復について、また民

間施設では原発事故による被害により焦点が当てら

れるなど、伝承する主体ごとに中心となる経験や記

憶が異なるものであった10）。 

それぞれの主体によって中心的に伝承する内容が

異なることによって、原発事故をめぐる多様な経験

を補完し合うことができる。しかしながら、原発事

故の加害者や被害者などの伝える主体の依拠する立

場によって、伝承する内容に偏りが生じることもあ

る。このことをふまえて本研究では、固定化された

立場を乗り越えながら、原発事故を伝える手法につ

いて検討するものである。事故から時間の経過に伴

い、どのような内容を伝えるのかに変化が生じるよ

うに、多様な視点とナラティブにもとづいた原発事

故の伝え方に光を当てるためである。 

ここで対象者の概要を説明する。井上さんは福島

県双葉郡浪江町の出身の、50代女性（2021年の調査

開始時点）である。原発事故以前は福島県南相馬市

で、2歳と4歳の娘と夫の4人家族で暮らしていた。事

故が起きた当日はテレビ報道を通して原発が爆発し

たことを知り、できる限り早く逃げる決断をした。3

月12日の夕方には、玄関から車へと飛び乗るように

して福島市へと向かった。その後、夫の実家がある

西日本へと向かうために新潟県へと移動し、現在は

京都府に避難している。 

井上さんは原発事故後に感じた日々の出来事を、

避難先での生活のなかで日記に記録し続けていた。 

そのような中で朗読という表現方法を思い立ったの

は、中村敦夫氏による朗読劇「線量計が鳴る」を見

たことであるという。しかしながら後述するように、

原発事故をめぐる複雑な感情を言語化することは容

易ではない。日記に書き記していた断片的な出来事

や感情を、朗読劇としてまとめるまでには月日の経

過が必要であった。なぜなら、過去の記憶を遡るこ

とで、原発事故の傷跡が癒えていないことを感じる

からである。書くことに精神的な気力を必要としな

がらも、2019年にはじめての朗読劇を開催すること

になる。井上さんによる「ほんじもよぉ語り」では、

震災以前の福島県での暮らしぶりや家族との思い出、

そして原発事故によって暮らしが一変した自身の経

験が語られる。それ以降、原発事故による経験を他

者に向けて伝える手法として、朗読劇を継続してい

る。 

 

４章．原発事故避難の経験を伝える朗読劇 

本節では井上さんが朗読劇を通じて、自身が体験

した原発事故の経験をどのようにして他者へと発信

しているのかを記述する。 

 

４－１.朗読劇がおこなわれる場 

筆者がフィールドワークを行った2021年の朗読劇

では京都市の画廊を会場に、38名の来場者が訪れた。

町屋を利用した建物の奥に、広さ14畳ほどのギャラ

リースペースに薄暗い照明の会場であった。井上さ

んは自身の周りに、音響機器と椅子一脚、詩集を置

くスタンドを準備する。 

朗読のはじまりは、さざ波のような音が鳴る楽器

の演奏からはじまる。さざ波の音は、薄暗い照明と

静まり返った空間で響き渡り、井上さんが経験した

過去の記憶を、観客と一体化して感じるための演出

がおこなわれる。 

90分間の朗読劇のなかで、井上さんは「その時の

感情も再現しながら」(3)作品を読み上げる。朗読劇

のはじめには、中学生時代の思い出や、祖母が手作

りしていた味噌の味など、故郷でのなつかしい記憶

が語られる。それらを一変させる原発事故の記憶は、

避難過程のエピソードや、夫や子どもたちと実際に

交わした言葉、そして自分自身の感情を言葉にする

ことによって表現される。 

 

４－２.代弁者としておこなう朗読 

原発事故の経験を伝える手段は語り部による講話

や、映像や写真を通した記録媒体など様々なものが

ある。そのような手段がいくつもあるなかで、井上

さんが朗読という手段を一貫するようになった理由

は、講演会をおこなった際に感じた違和感である。

講演会形式で自身の避難の体験を語った際に、「生

の本人（原発避難者）に会うのは初めてなんですよ」

など、特別視されることを「見せ者」になっている

ように感じた。それは原発事故による被害者と被害

を受けなかった人が二分されていると感じた経験に

よるものであった。一方で朗読をはじめたあとには、

「自分ごとになったって初めて言ってくれる人が多

発している」と実感している(4)。そのような反応が

なぜ多くなったのかについて井上さんは、「なぜな

らやっぱり自分を語っているので。講演のときはも

う一人の自分が目撃者として話すのか、避難の経験
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を語るっていう。でも、この朗読は私を語っている。

私の家族を語っている」(5)と認識している。つまり、

主観的な経験を語ることが、観客にとって原発事故

をより身近に想像させるものになったのである。 

また井上さんは、自身の経験を語るときの視点に

ついて、事故後も福島県内で暮らし続けてきた人々

の視点や立場を考慮しているという。自己の経験に

基づきながら、他者の視点もふくめて語るとは具体

的にどのようなことなのか。例えば、原発事故後に

多くの人々が直面した苦難の一つに、福島県産の食

品をめぐる選択の葛藤がある。そのことを題材にし

た詩の中には、福島県に住む井上さんの父親から送

られてきた桃を、子どもたちには食べさせられない

ことを電話で告げるやりとりの一節がある(6)。 

じいちゃんは電話さ出るまでの呼び出し音がなって

る時間は、吸う息より吐く息のほうが多い呼吸くり

かえす 

「おお、なじょした桃着いただが？」 

じいちゃん屈託ねぇ声で出る。腹さ力入っちぇ、や

っぱ抜いて 

「うん着いたーじいちゃんどうもねー」 

「なんだあ、桃傷んでねがったが（なかったか）と

思ってたんだ」 

「んでね、傷んでねえ、きれいだどいつも」 

「ほんじわいがったー子どもらさ食わしてやれな

ー」 

あやー言われっぺとは思ってたけどよお、実際こう

やって言われっと、ぐーっとしぼらっちぇぐう 

ほんじも 言うべ、ちゃんと言うべ 

まんた６歳と８歳の健康と将来のためだ 

「じいちゃんよぉ。桃な。子どもらさは、悪りいん

だげんちょも食わせらんねんだわ、まんたよ」 

「あいやぁ、ほんじもみんな食ってっとお、こっち

では。子どもらも食ってんでねえか」 

じいの想い 内部被曝 

じいの喜び 内部被曝 

じいの期待 内部被曝 

じいの生きがい 内部被曝 

ドックドックドックドック早くなってく脈が返事す

る番の自分のごと急かす 

じいか、被ばくか、どっちかだ 

箱の桃みながら、きめる 

「じいちゃんよぉごめん、わるいんだけんど、福島

のは、まんた食わさんねんだ子どもらさは。 

放射線の検査しましたの紙はいってねえべ、箱さも

書かってねえしよ。あのな、こんなこといってごめ

んだけんど、福島の食品はまんた安全とは言いきん

ねえんだよ（中略）だから…」 

「もういい！わがった！！」（怒る声で） 

だから安全になるまでは私が大事に食うからって言

おうとしたとき私の言い訳の最後さおっかぶせるよ

うにじいがいったんだ 

あぁなんでこんなこと、じいごとがっかりさせてな

んで私らがこんな気分になんねっかなんねんだ耳あ

つくなんの分かるくらいドキドキしてだった 

「ほうか、ほかでは福島の食い物っちゃほうなのか

…。あいや、困ったした。ほしたらなにおくれんだ

べな」 

って言ったじいの声は、今まで聞いたことねえぐら

い寂しそうで、悲しそうで、ほして奥底のほうで怒

ってもいた気したんだ 

放射性物質の影響を回避しようとする井上さんと、

離れた家族に贈り物をすることを生きがいにしてい

る井上さんの父親。被ばくを避けるための選択と、

家族の生きがいを選択することという、二つの選択

肢が井上さんのなかで入り混じる。 

被爆を避けるために避難をした井上さんにとって
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桃を子どもたちに食べさせないという選択肢はリス

クを回避するための行為である。しかしその部分だ

けを伝えると、放射能汚染のなかで営農を続けた農

業者の苦悩や、家族とのささやかな喜びを不可視に

してしまう。また、子どもたちに桃を食べさせない

ことを告げられた父親の反応が、戸惑いや悲しみ、

そして原発事故に対する怒りもふくめて電話越しの

声が書かれている。このように井上さんの詩では、

自分自身の視点からの感情や経験とともに、もう一

方の存在である父親の立場から見た視点を含めてい

る。 

原発事故後の贈り物を通した人間関係を描いたこ

の作品は、井上さん自身の個別的な体験でありなが

ら、複数の人々の視点から成り立っていることがわ

かる。井上さんは朗読劇を通じて、原発事故の影響

を受けた多くの人々が経験していることでありなが

らも、他者に言えずにいることを、「代弁」してい

るのだという。 

 

「誰かやってくれないかなって思ってたの。私たち

の言葉を誰かが代弁してくれる人がでないかなって。

それを言葉にしてくれることによって、受け身側で

うんうんってみんなうなずきたいんだろうと思うん

だよね。そのうなずきたい側でいた私が今、これを

やっているから、そのうなずきたい側の人の気持ち

をものすごく考えて書いてる」(7)。 

 

津波や地震など目に見える災禍とは異なり、原発

事故による放射性物質の拡散は、目に見えない恐怖

と対峙する経験であった。五感で知覚できないがゆ

えに、放射性物質に対する危機感や、避難をすると

はいかなる状態に置かれることなのかについて、他

者に向けて言語化することは誰もができることでは

ない。原発事故を経験した当事者の一人として、表

現という手段を得たからこそ、伝える役割を率先的

に担ってきたのである(8)。 

 

５．福島原発事故以降におけるもやい直しに向けて 

前節では、原発事故の経験を伝える表現活動の詳

細を検討してきた。そこで明らかになったことは、

自身の視点にとどまらず、他者の視点もふくめた経

験および出来事への感情を伝えることがなされてい

た。そこでの井上さんの感情や経験は単に個人的な

ものとして伝達されるのではなく、原発事故の実態

を、詩の創作と朗読劇という表現活動を媒介にして、

他者に伝えられるものであった。 

本節では、原発事故の経験を伝えるための手法で

ある朗読劇は、井上さん自身と観客にどのようなイ

ンパクトをもたらしているのかについて検討する。

そのことを通じて、福島原発事故をめぐるもやい直

しの実践にいかなる可能性を提示しているのかにつ

いて考察をおこなう。 

 

５－1．朗読劇によって促される語り 

表現活動を行う井上さんは自身の活動について、

原発事故にかんする影響や出来事を、「事実として

残していく」ための「念押しをする作業」(9)として

認識している。ハード面での復興が進むことによる

帰還住民の増加は、避難を続ける人々に対する周囲

からの理解が及ばない場合がある。原発事故の「幕

引き」に向かう社会状況のなかで、井上さん自身の

活動は被災者以外の人々にむけて、当事者一人ひと

りにとっての原発事故はいまだ継続していることを

伝えている。 

原発事故を直接経験していない人々にも自身の体

験を伝えることによって、井上さんはある「手応え」

を感じている。それは、朗読劇を聞いた後に「自分

も語りたくなる人が続出する」ことであるという(10)。

これまでの朗読劇では、関東圏からの避難者やその

支援者、また原発事故および被災を直接経験してい

ない人々など、多様な存在が観客として参加してい

る。そのような空間を井上さんは「話を聞いてくれ

る人たちが集まっているっていう安心な場」である

と表現する。原発事故をめぐる様々な選択や価値観

は、人間関係を維持するために、あえて言葉にする

ことが憚られてきた。それは同時に、自分自身の言

葉をだれかに聞いてもらう経験も不在であったこと

を意味している。しかしながら、90分間の朗読劇が

終わる頃には、他者の話を聞くことのできる場に生

まれ変わっているのだという。つまり、他者の経験

した痛みを聞く人々が集まっていることを参加者が

体感することによって、これまで自身の経験を語ら

なかった人々が話せるようになるのである。 

尾松は、原発事故を「災害復興」のナラティブの

みで語ることに批判的な考察をおこなっている11)。

著者の翻訳経験に基づくと、復興という言葉の主語

は、地域や国家などの集団を想定している語彙であ

ることを指摘する。「人間の復興」という概念を用

いて、よりミクロな主体に目を向ける試みがなされ

てきたものの、災害の文脈で原発事故を捉えるかぎ

り、「災害復興」のナラティブに自身の経験を当て

はめて話すよりほかない。そのような枠組みに収ま
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らない声を語り直すための試みとして、井上さんに

よる朗読劇を位置付けられるのではないだろうか。 

井上さんによる朗読は原発事故による「避難者」

や「被害者」という立場に限定されるものでなけれ

ば、「災害復興」の文脈で語りが生まれるものでも

ない。井上さんのいうようにそれは「わたし自身の

物語」であり、一人ひとりの経験した原発事故を表

現するものである。そのような文脈で生まれる語り

は、複雑かつ人間関係の分断を避けるためにあえて

口を閉ざしてきたことを、話はじめるきっかけにな

っていた。 

それは先行研究が提示してきた「負」の出来事を

「正」の価値へと転換させることに、どのようにし

てつながるのであろうか。ここでは価値転換がおこ

なわれる以前の段階として、多様な価値を認め合う

ために、「私の物語」を話すことが必要とされてい

ることが分かる。次節では、「私の物語」を語るこ

とを通して、いかなる意味でのもやい直しが可能に

なっているのかについて考察をおこなう。 

 

５－２．固定化した視点を緩める実践 

朗読劇による表現活動をはじめてから、井上さん

自身の考えや立場は相対化されていった。たとえば

彼女は、かつて原子力発電所で働いていたことを振

り返り、過去の自分と現在の他者が「同じ」である

ことに気づいていく。原発事故後、避難先の西日本

にある原子力発電所近くで働く女性と会話をした時

のことである。井上さんは女性に避難をしてきた経

緯を説明するなかで、「原発だけは絶対なくさなけ

れば」と告げた。これに対して女性からは、「お偉

いさんたちが決めることだから」自分たちには関係

のないことだという返答があった。原子力発電所の

近くで生活しているにもかかわらず、自らは関与し

ない女性の立ち位置に井上さんは傷ついた。それと

同時に、原子力に対する危機感を持たずに原発の近

くで暮らしていた避難する以前の自分を振り返るこ

とになった。「つい４日前まではこのおばちゃんと

自分は同じだったよな（中略）たった４日であれだ

め、これだめっていう立場じゃないなって思わされ

たんだよね」(11)。 

井上さんは原発事故の影響を司法の場で証明する

ために、原発賠償訴訟団にも参加している。しかし

ながらそこでは、原発事故の加害者と被害者の立場

が明瞭であり、両者が一人の人間として交わること

はない。原発事故被害者として声を上げ続けてきた

井上さんではあるが、被害者という立ち位置が固定

された状態で自身を語ることに限界を感じている。

そのような状態を「自分の罠にはまっている」(12)と

表現する。それは被害者としての声を発し続けなけ

ればならないという自身への圧力がかかった状態で

ある。また、そのようなナラティブを支援する周囲

への期待に応えようとするがゆえに窮屈さを感じて

いる。 

 そのような中で、井上さんは自身の考えが固定化

しないように、「ゆとり」を持つことを意識してい

るという。(13)その「ゆとり」とは、自分自身の意見

や立場とは異なる人々の話を聞き入れるという姿勢

である。紛争が生じている最中には、他者の立場に

依拠することが困難になる。そのような際に、解決

に向けて必要なことは、経済や環境の物理的なニー

ズの充足とともに、個々人の心の「余裕」を生み出

すことが必要となる13)。ここでいう「余裕」とは、

井上さんが朗読劇を通して獲得してきた「真反対の

人の話を聞く」(14)経験であり、他者の考えや視点に

立って行動する姿勢である。 

 翻って、福島原発事故以降の人間関係の分断は、

他者の視点と自己の視点を交わらせる「余裕」が生

み出されてこなかったことを示している。加害―被

害関係や、避難指示区域によって異なる賠償金など

の線引きは、自己の視点を変更するきっかけを生み

出しづらくさせてきた。先行研究で述べられてきた

ような価値転換を意味するもやい直しに必要なこと

は、まず固定化された価値や視点を緩めることでは

ないだろうか。先述したように井上さんの朗読劇に

よって、他者の意見を聞く経験をした人々のなかか

ら、あらたに原発事故の影響を語り始める人々が現

れはじめている。それは裁判などの特定の立場から

のみ語るものとは異なり、自己の意見を相対化させ

ながら語る実践である。他者の視点を取り入れなが

ら自己の経験を語り始めるこのような兆しは、福島

原発事故におけるもやい直しの実践の一つの段階で

あるといえるだろう。 

 

６．終わりに 

本研究では、表現活動をもとに自身の意見や立場

を相対化させながら、原発事故について伝える実践

を明らかにしてきた。福島県の原子力発電所をめぐ

る状況は、ALPS処理水の海洋放出など、あらたな分

断を生み出す社会的状況が生じている。地域住民を

二分化する構図のなかで問題が進んでいくことは、

公害地域における普遍的な課題である。賛成派、反

対派など、どちらかの立場にもとづかなければ発言
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することが困難であり、どちらとも言い切れない曖

昧な意見はこぼれ落ちていく。それは原子力発電所

をめぐる問題に限らず、社会問題を話し合うための

ナラティブが乏しい状態である。 

立場や意見の異なる他者の意見を聞き入れないこ

とは、一種の「思考停止」(13)状態であり、自らの意

見と反する人々と交わることを困難にさせる。近年

ではパブリックディベートを用いて、なにが対立の

争点となっているのかを理解する試みがなされてい

る。このように問題そのものについて市民が向き合

うための手法は生み出されてきた。その中で本稿の

事例である朗読劇は、原発事故を経験した個人が問

題に向き合うためのナラティブを生み出す実践であ

る。無論、原発事故後から時間の経過とともに生じ

る被害や処理水および再生土壌の活用など、原発立

地地域を越えてかかわる問題を話し合うには、いま

だ立場が固定化された状況での話し合いが続いてい

る。  

しかしながら本研究で示したように、アートや表

現行為を媒介にすることで、他者の経験を聞き入れ

やすく、個人が自身の経験にもとづいて語ることが

可能になっていた。それは、原発事故の加害者―被

害者、また原子力災害の被災者－非被災者などの固

定化した立場と視点を緩める手法である。 

水俣から学ぶ一つの教訓として、様々なアクター

の意見を一つにまとめることが、「もやい直し」を

意味しているのではないということである(15)。同じ

地域住民のなかでも水俣病との関わりに濃淡がある

ことをふまえると、もともと異なる他者を「被害者」

という言葉で一つに縛り付けていたことが住民同士

の対立要因になっていたとも考えられる。それはち

ょうど紐の結び目が固くなって解けないように、固

定化された立場や意見がさらに他者への無理解を助

長してきた。分断した地域社会のなかで対話が生ま

れるには、必ずしも原発事故や放射能汚染による負

の価値を転換する必要はない。なぜなら本研究で示

したような表現活動が、分断していた他者の視点を

つなぎとめ、自己の視点や価値観を変容させること

につながるからである。福島原発事故において今後

おこなわれていく「もやい直し」は、他者の視点を

自己の内部に取り入れられるようなきっかけを生み

出していくことから進んでいくだろう。 
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補注  

(1) 例えば、緒方正人による『チッソは私であった』や、

石牟礼道子による『苦海浄土』はメチル水銀による影響を

受けた土地や自然環境をふくめた関係性を修復する思想

を示している。 

(2) 復興過程において町の様子が変化していくことは、そ

こにかつて住んでいた人々と土地とのあいだでの関係性

が変化することでもある。例えば大熊町では図書館の解体

をめぐって反対運動が起きた。公共施設などの建物が残る

ことは、原発事故以前の暮らしを想起するきっかけになり

える。そのような場所が復興過程で失われることは、原発

事故以前の暮らしのなかで続いてきた土地と関係性を結

び直す媒介物が失われつつある状況であるといえる。 

(3）2021 年 7月 23 日におこなわれたインタビューデータ

より抜粋 

(4) 2021 年 7月 23 日におこなわれたインタビューデータ

より抜粋 

(5) 2021 年 7月 23 日におこなわれたインタビューデータ

より抜粋 

(6)M氏が制作した詩「あたりまえ」より一部抜粋 

(7)2021年7月23日におこなわれたインタビューデータよ

り抜粋 

(8) 井上さんは朗読をおこなう際に、方言を用いた作品を

つくることを一貫してきた。その表現方法は、言語化で

きずにいる他者および、故郷に住まい続ける人々への配

慮が含まれている。本文で記述したように、避難の有無

をめぐっての分断がある。そこでは避難を継続する彼女

にとって、福島の外から語ることは時に批判の的になる

こともある。福島の経験を語ることを通して、福島を作

品として消費してはならないという想いによって、人々

が抱えている痛みをあらわすために方言を使用してい

るのである。 

(9) 2023年4月26日におこなわれたインタビューデータよ

り抜粋 

(10) 2023年4月26日におこなわれたインタビューデータ

より抜粋 
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(11) 2023年4月26日におこなわれたインタビューデータ

より抜粋 

(12) 2023年4月26日におこなわれたインタビューデータ

より抜粋 

(13) 2023年4月26日におこなわれたインタビューデータ

より抜粋 

(14) 2023年4月26日におこなわれたインタビューデータ

より抜粋 

(15) ここでいう水俣から学ぶ教訓とは、地域の価値転換

を目指す以前に、地域に住まう人々の関係性の修復にむけ

てやるべきことを水俣の実践から導き出すことができる

という意味である。水俣では水銀による海の汚染を繰り返

さないために、環境に配慮した地域づくりのなかで人間を

含むさまざまな生命との関係性の再構築がおこなわれて

きた。そこでの「もやい」とは、企業や行政そして市民な

ど異なるアクターの声を一つに合わせようとするのでは

ない。むしろ、それぞれの立場から見える解決法や妥協点

を探る試みがなされてきたのである。一方で、水俣と福島

原発事故を比較すると、事故が発生してからの月日はまだ

浅く、未だ問題は継続している。そのような状況のなかで

は、東京電力や原発を推進してきた政府、そして市民のあ

いだでも異なる意見を一つに統合することは困難である。

そうであるならば、水俣が実践してきたように、複数のア

クターによる視点が共存し、それぞれの視点を共有し合う

ことから分断修復にむけた対話が必要になると考えられ

る。 
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被災世帯を対象とする支援需要評価に関する研究 
〜生活再建への移行期における被災者生活実態調査の実践から〜 

Research on support demand evaluation for disaster households 

- From the practice of the survey of the victim's life condition during the relocation period to life reconstruction -

本稿では、被災者生活実態調査の実践を通じて得られた知見をもとに、被災世帯を対象とする支援需要評価の実現を

可能にする調査の実施方法を明らかにし調査の妥当性を分析することで、その可能性と課題を報告する。被災から２か

月前後の避難から生活再建への移行期における被災者の生活状況を把握することを目的に、計５回、5,392世帯の訪問

による聞き取り調査を実施し、避難、住居、健康、生活課題など暮らし全般の状況調査を行った。調査結果を分類、点

数化することで住まいと生活の２軸で支援の必要性を判定し、支援必要度の高い世帯の抽出を行い、生活再建に向けた

支援施策の基礎情報として活用された。また、その後の生活再建期における訪問見守り記録と突合し、当初の調査項目

と生活再建達成に至るまでの期間の相関を定量的に分析することで調査の妥当性を評価した。 

キーワード: 被災者生活実態調査, 災害調査手法, 被災者4象限分析 

Keywords: Disaster victim living conditions survey, Disaster Investigation Methodology, Analysis 

dividing disaster victims into four quadrants 

1．本研究の課題

1.1 研究の背景 

現行の被災者支援制度では、住家被害の判定結

果に基づいて公的支援の内容が決まる。社会保障

制度に基づく地域福祉サービスとも接続されてい

ないため、住家被害が軽微であれば、被災して失

職したり心身の健康を損なって日常生活の継続が

困難になっても、公的支援の対象にはなり難い上、

被災者自らが自治体に罹災申請を行わないと支援

が受けられない。 

東日本大震災では、こうした被災者支援制度の

限界が一気に顕在化した。仙台市などの被災自治

体や弁護士などの専門職能団体、市民活動団体等

が、被災現場に入り、相互に連携しながら、住家被

害以外の生活再建課題も含めた支援活動を展開し

た１）2）。こうした東日本大震災の経験から、政府や

自治体は、多様な主体の連携に基づく支援活動を

可能にする体制づくりを進めてきた 3）4）。 

しかし、行政だけではなく民間の多様な主体も

参加して、継続的に支援を届けるためには、まず支

援対象（被災者）が「どこに」「どんな状態で」い

るのかを把握し、支援に必要な資源の種類とその

総量を概括的にでも把握しておく必要があるが、

被災者の抱える課題を包括的に調査し、定量的な

実態把握と分析を行った後、適切な生活再建支援

活動につなげる手法はまだ確立されていない。 

近年、発災直後は保健医療福祉調整本部による

保健師や DMAT 等の派遣制度、生活再建期において

は地域支えあいセンター等の支援制度による被災

者支援が実施されるようになった。 

一方、発災１〜２か月後の災害時における避難

から生活再建が始まる局面においては、被災者の

生活拠点に大きな変化が生じる一方、調査に援用

できる制度が乏しく、避難当初の被災者情報が継

承されないため、生活再建期において改めて調査

を行わざるを得ず、生活再建支援の期間が長期化

するといった課題が生じている。その間隙を埋め

るための調査を実施することで、個々の被災者に 
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寄り添った支援を実現するための支援需要評価に

つなげる必要がある。表１に発災後の被災者調査

の実施時期による特徴を示す。 

表１ 発災後の被災者調査の実施時期による特徴 

(出所)ダイバーシティ研究所５）図表 8-7 より作成 

1.2 研究の目的 

一般財団法人ダイバーシティ研究所（以下、本研

究所）では、東日本大震災において、多様な属性を

持った被災者に適切な支援を届ける調査活動への

参画6)を経て、発災２か月前後の時期――被災生活

の場が避難所等から仮設住宅等に移行する時期―

―における被災者の生活実態および支援需要を把

握する調査の重要性を認識するに至った。仮設住

宅への移行が進むこの時期、被災者は居住と生活

の課題に直面する。同時に、被災者支援を行う自治

体も、被災者の実態を把握して、適切な支援計画を

立てる必要が生じる。本研究所では、これらを検討

するための基礎資料作りとして、多くは被災自治

体への支援という形で、５件の被災者生活実態調

査を実施してきた。 

本稿では、まず、本研究所による調査の企画・実

査・分析に至る一連の手続きを概観し、調査の基本

的な手法を整理する。その上で、調査の結果を生活

再建支援活動に活用した事例（表２・坂町）を取り

上げ、被災者の実態把握に基づき個々の生活再建

における課題を抽出することで、最適な支援の量

と内容の提供を可能にすることと、被災地域全体

の支援リソースの種類と総量の算定手法を検討す

る。さらに、当該事例において、調査の結果と、そ

の後の生活再建期の被災者見守り活動の記録を突

合したデータセットを作成し、発災２か月後の被

災者生活実態調査結果の中から、生活再建に要し

た時間に影響を与えている要因を分析し、初期の

被災者生活実態調査の妥当性について検討する。 

以上により、従来、具体的な実施例が乏しく手法

や効用が明らかでなかった発災１〜２か月後の避

難から生活再建に向かう局面における被災者の生

活実態把握調査において、実施過程を明確にし、そ

の妥当性を検証することで、支援需要評価のあり

方に寄与することを目的とする。 

なお、以下では被災者生活実態調査から支援需

要評価に至る一連の過程をアセスメント、アセス

メントに必要な生活実態調査をアセスメント調査

として記載している。 

２．アセスメント調査の実施 

2.1 アセスメントの目的と概要 

上述の通り、支援需要評価に基づく被災者支援

の実施には、個々の被災者の生活状況や課題を把

握した上で、支援内容の策定を行う必要がある。 

その実現に向けて、被災地全体の状況を把握し

支援需要の総量を検討する基礎資料、および個々

の被災者の生活状況を把握し今後の生活再建支援

に向けた基礎資料を、調査票に基づく構造化面接

調査により作成することとした。その成果をもっ

て支援需要評価に基づいた生活再建施策の実施に

寄与することを調査の目的とした。 

表２は、本研究所が実施してきた被災者生活実

態調査の概要をまとめたものである。これらは概

ね、次のような手順で実施してきた。 

① 決定：発災１〜２週間後に先遣隊を派遣し、被

災地域の情報入手と被災自治体に接触して要

望等の把握を行う。その後、被災状況、被災自

治体の要望、調査資金、運営体制等の条件を勘

案し、調査の実施を決定する。

② 準備：調査資金の調達、被災自治体との委託事

業契約締結、現地コーディネーター・事務局ス

タッフの選定、現地本部・調査日程の策定等を

行い、調査員を募集する。調査員は社会福祉士

等の対面支援経験者と一般の補助者からなり、

調査時には各１名の２名が調査チームを組み、

被災世帯を訪問する。 

③ 企画：現地の状況と過去の調査票を参考に、調

査内容を検討し調査項目を策定した後、調査票

の作成と集計を行うデータベースを構築する。 

④ 実査：訪問調査は現地の調査本部で調査員に対

してオリエンテーションを行った後に調査チ

ームを結成し、あらかじめ用意した調査地域の

区分地図に基づいて区分ごとに数チームが担

当地域の全世帯を訪問する。調査主旨を説明し

実施時期 
発災〜 
1週間 

発災後 
1〜2か月 

以降の 
見守り期 

主な 

調査員 

自治体派遣
の保健師・
DWAT等 

調査事業の募
集による調査
員 

支援機関相談
員（支え合い
センター等）

主な 
調査場所 

避難所 
被害の大きい
地区 

仮設住宅、自
宅 

主な 

調査対象 

避難所居住
者、避難所
利用者 

在宅避難世帯 
生活再建支援

世帯 

調査内容 

健康・医療

（要対応者
の抽出） 

世帯状況、住
居、健康・医

療、日常生
活、家計、今
後の見通し等 

住居および日

常生活の再建
状況 
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表２ 本研究所が実施した被災者生活実態調査の概要一覧 
調査 
地域 

常総市 
（茨城県） 

益城町 
（熊本県） 

茨木市 
（大阪府） 

坂町 
（広島県） 

人吉市・八代市 
（熊本県） 

災害名 平成 27年 9月関
東・東北豪雨 

平成 28年（2016年）熊
本地震 大阪府北部地震 平成 30年 7月豪雨 令和 2年 7月豪雨 

発災 
時期 

2015 年 9 月 9〜11
日 2016年 4月 14日、16日 2018年 6月 18日 2018年 7月 6〜７日 2020年 7月 4〜7日 

調査 
時期 

9月 20〜23 日、
26〜29 日、10 月
24〜25 日 

5月 14〜15日、21〜
22日、28〜29 日、7月
29日〜8月 5日 

7月 21〜22日、8
月 5日 

9月 22〜24日、10月 6
〜8 日、13〜14日、20〜21
日 

 8月 29日〜10月 31日
までの毎土曜日と毎日曜日 

調査契約
（自治体担
当部署） 

常総市と委託契約 
（保健福祉部社

会福祉課） 

益城町と委託契約 
（避難所担当） 

茨木市と委託契約 
（健康福祉部相談

支援課） 

坂町と委託契約 
（保険健康課） 

人吉市と委託契約（健康
福祉部高齢者支援課）、八
代市と支援業務に関する協
定（復興推進課） 

財源 日本財団 日本財団 茨木市 坂町、日本財団 Yahoo!基金寄付事業 

調査の
目的 

避難所・在宅避
難者の状況調査を
通じた被災者のス
ペシャルニーズ把
握とマッチング実
施により施策立案
の基礎資料を作成 

在宅避難世帯の生活実
態調査を通じて避難生活
支援の内容を明らかに
し、支援策の提案を行う
（施策立案の基礎資料作
成） 

戸別訪問による聞
き取り調査を実施
し、今後の被災者支
援施策の適切な立案
に必要な基礎資料を
得る  

被災世帯への聞き取りに
よる調査を実施し、地域支
え合いセンター運営の基礎
資料として活用する 

被災世帯の被災状況を把
握し、避難生活での被害拡
大を防ぎながら「次の生
活」への移行をサポートす
る 

手法と
手段 

在宅独居高齢者
の訪問ヒアリング 
外国語よろず相談
会開催 
避難所在住者アン
ケート調査

調査員が巡回し記
録をデータベース
に入力し分析 

在宅避難者聞き取り調
査 
避難所居住聞き取り調査 
仮設住宅の住環境アセス
メント

調査員が巡回し記録をデ
ータベースに入力し分析 

被害甚大地区にお
ける在宅避難者聞き
取り調査 

調査員（社会福祉
士、大学生等）が巡
回し記録をデータベ
ースに入力し分析 

被害甚大地区における在
宅避難者聞き取り調査 

調査員（社会福祉士、大学
生等）が巡回し記録をデー
タベースに入力し分析

被害甚大地区における在
宅避難者聞き取り調査 

調査員（社会福祉士、大学
生等）が巡回し記録をデー
タベースに入力し分析（一
部セルフアセスメント）

調査 
件数 

在宅独居高齢者
ヒアリング 170件 
外国語よろず相

談会開 50件 
避難所居住者調

査 130 世帯 301人 

避難所を利用せず自宅
の敷地内などで生活する
2,686軒の家屋を訪問
し、有効回答数 1,243
世帯（回収率 46.3%） 

被害の大きい 3町
（2,250世帯）を調
査し有効回答数 913 
世帯（回収率 
40.6%） 

被害の大きい 2地域
（2,482世帯）を調査し有
効回答数 1,551世帯（回収
率 62.5%） 

人吉市：被害が大きい市
内 19地区（約 2,700世
帯）を調査し有効回答数
629 世帯 
八代市：旧坂本町

（1,605世帯）を調査し有
効回答数 926世帯(55.2%) 

Web ページ 
https://diversityj
apan.jp/dl/Joso_as
sessment2015.pdf 

https://diversityja
pan.jp/kumamoto2016/ 

https://diversit
yjapan.jp/ibaraki-
report-2018/ 

https://diversityjapa
n.jp/heavy-rain-2018/ 

https://diversityjapa
n.jp/2020-kumamoto-
research/ 

自治体から
の住民情報
提供 

なし 
あり（人口 3.4万人

分） なし なし 
あり（人吉市 5711人、

八代市 3185 人） 

調査同意書に署名を受けた後に調査票に従っ

て訪問調査を 20 分程度行う。調査終了後、調

査本部で調査結果の入力と、至急の見守りが必

要と判明した世帯があれば自治体に連絡する

措置をとり、以上を調査日ごとに繰り返す。 

⑤ 分析：全調査終了後、結果の集約と分析を行い、

自治体に調査結果および調査報告書を提出。

2018年以降は、調査結果を得点化し、「住まい」

の課題と「生活」の課題の２分類で得点を集計

して２軸のグラフにプロットすることで地域

の被災状況を可視化している（図３）。

以下、平成 30 年７月豪雨における広島県安芸郡

坂町（以下、坂町）でのアセスメント調査 7)を事例

に取り上げ、準備、企画、実査、分析の各要素につ

いて具体的な手続きの詳細および分析結果を検討

する。 

2.2 アセスメント調査の企画：発災～調査決定 

本研究所において定めたアセスメント調査の実

施基準は、 

① 災害対策本部が設置される規模の自然災害

② 1,000 人を超える多様な属性をもった被災住民

が発生することが予想される

③ 被災自治体がアセスメント調査の実施に同意し

協力体制がとれる

④ 調査人員、資金、調査体制等、実施に係る必要

条件に目途がつく

⑤ その他、研究所が実施必要と判断する

であり、③④の基準を判断するために多くの場合、

先遣隊を現地に派遣して被災地や自治体の状況を

調査する。 

坂町調査では 2018 年８月 25 日に本研究所の理

事２名と社会福祉士等の福祉専門職や同様のアセ

スメント調査の活動経験を持つ専門調査員４名の

計６名を派遣し、被害の大きい地区の状況把握を

巡回、避難所訪問、坂町役場とのコンタクト等を行

って情報収集し、その後も坂町役場と調整を続け、

９月初旬にアセスメント実施を決定した。 
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坂町とは調査本部の提供、調査地域住民への周

知、個人情報取扱、その他調査に必要な事項を確認

し、上記地区に対する調査概要を記した仕様書を

添付して調査委託契約書を締結した。 

 

2.3 アセスメント調査の準備 1：調査体制確立か

ら調査員募集 

調査を実施する体制として調査本部・事務局を

設立し統括責任者、調査マネージャーのもと会計、

調査事務、総務・法務、集計・分析の担当を置き、

調査実施にあたっては調査運営リーダーのもと調

査員と調査運営スタッフを置いた。調査の規模に

応じて複数の担当者を任命するが、多くの場合は

一人がいくつかの役割を兼務し対応にあたった。 

坂町調査（訪問件数 2,482件）においては、本研

究所・常勤理事３名、常勤会計事務職員１名、常勤

調査事業担当職員１名（自治体から出向の研修者）、

非常勤調査事務担当者１名、非常勤集計事務担当

者１名で調査本部・事務局を構成し、調査実行にあ

たって調査員（のべ人数 445 名）を募集した。 

調査員は被災者と直接対面するため、ケースワ

ークの知識や経験を有す福祉系の専門職が望まし

い。坂町調査では募集要項に福祉専門職調査員の

要件として、福祉専門職ソーシャルワーカー等で

福祉の職務経験、社会福祉士等の福祉に関する知

識、医療機関等での経験、その他聞き取り調査等の

経験のいずれかを持つことを要件とした。また、調

査は２人１組での訪問を原則としており、同行者

として調査記録の作成やタブレットを用いた調査

結果データベースへの入力を担当するサポート調

査員を同時に募集した。 

 

2.4 アセスメント調査の準備 2：調査内容と手法

の決定 

調査内容は被害の程度や被災地域の状況によっ

て求められる調査結果が異なるため、自治体と十

分な調整を行い、調査範囲と調査目的を策定する

必要がある。坂町では在宅避難者等の実態把握、

および地域支え合いセンター基礎資料作成を目的

とし､避難所、仮設住宅、被害甚大地区の在宅避

難者宅を調査対象とした。 

調査内容を設定した上で調査項目を選定した。

世帯単位で世帯属性、住居、避難、健康、生活、

今後の見通し、課題を明らかにできる調査項目を

設定し、調査票および調査結果データベースを作

成した。本研究所で標準的に用いている調査項目

分類を表３に示す。訪問時に順序だてて質問がで

きるよう、調査項目を配置している。 

 

表３ 調査項目分類一覧 
分類 分類名 内容 
①  世帯情報 住所、世帯構成、要援護情報（介護、

障害、子ども、外国人等) 
②  家屋情報 被災状況、支援ニーズと対応状況、

罹災証明、今後の意向 
③  避難情報 避難の有無、避難時期、避難方法、

情報入手方法 
④  健康情報 被災前後の健康状態、医療、服薬、

福祉の利用状況 
⑤  生活情報 食事、移動、生活費 
⑥  今後の見通

し 
住宅再建、当面の居所、居住希望地 

⑦  困りごと 生活課題 
⑧  調査員所見 自由記述、要見守り世帯チェック欄 

 

調査票は A3用紙二つ折り見開き（A4で４ページ）

で作成すると調査員の活動中に扱いやすく、調査

後の記入済み調査票の取り扱いが容易になるため

標準仕様としており、調査項目がその範囲で収ま

るよう調整し決定する。坂町調査では選択肢数と

して合計 372 項目の調査項目を設定した。 

調査票例は表２の本研究所Webサイトで公開し

ている。調査項目の決定後、調査票と同内容の項

目を持つクラウド上のデータベースを構築し、調

査結果を入力することで集計・分析を容易にして

いる。 

調査手法として調査員が２人組で被災世帯を訪

問し、調査票に沿って聞き取りを行う構造化面接

調査を標準としてきた。調査結果は、タブレット端

末を用いてデータ化し、オンラインデータベース

に蓄積する。訪問調査は被災者や住居の様子を直

接確認できるため、調査項目以外にも、調査員によ

る確認情報が得られるとともに、情報が届きにく

い在宅避難者に支援情報等の資料を持参して手渡

すことが可能になる。 

 

2.5 アセスメント調査の実施：事前調整から調査

実施 

調査票作成と並行して調査日程の決定と現地運

営体制の構築を行う。調査日程は、調査員の人数、

調査範囲、調査地域へのアクセスのし易さ等を勘

案しながら、自治体の担当者等との調整の中で決

定する。一般には在宅の可能性が高い土曜日と日

曜日の日中を設定しており、住民の要望に応じて

事務局職員が他の日時に訪問を実施している。坂

町調査では 2018 年９月下旬から 10 月末までを調

査期間と定め、計 10 日（いずれも土曜日、日曜日、
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祝日）を調査日とした。 

調査実施にあたっての自治体との綿密な調整に

加えて、ボランティアセンター、社会福祉協議会、

地域支え合いセンター等の被災者支援機関との情

報共有や要支援世帯引継ぎ等の依頼、民間支援団

体や社会福祉士等の職能団体への協力依頼と情報

共有を予め行い、支援側の認知と協力を得ること

が求められる。 

調査対象となる住民に対しては町内会長等の住

民代表への説明を行って協力を得、地域の了解事

項として一般住民への周知を進めることが円滑な

調査実施や回答率向上に必要不可欠である。坂町

では調査の周知・広報として、対象地区内全戸に調

査協力依頼チラシをポスティング、防災行政無線

放送、自治会への連絡を実施した。図１に主な関係

機関等との関係図を示す。図中のカッコ内は坂町

調査での実施体制を示す。 

訪問計画の立案にあたっては調査対象地域を住

宅地図上で確認し、30〜40 世帯を目安に区画や道

路でブロック割を行い、各ブロック内に含まれる

世帯数を確認する。２人１組の調査１チームあた

り、不在を含め 10〜12 件/日（不在率 40〜50％）

の訪問数を想定しブロックに投入するチーム数を

決定する。各ブロック２〜４チームで調査を担当

すると、チーム間で進捗を確認して訪問漏れを防

ぎながら進められる。図２に坂町での調査ブロッ

ク地図例を示す。 

調査実施については、調査員の宿泊先手配を含

む調査日程調整を事前に行った後、調査当日は表

４に示す手順で進める。 

坂町調査においては調査日数 10日をのべ 445名

の調査員体制で実施し、総計 2,482 件の訪問によ

り 1,551 件の有効回答（回答率 62.5%）を得た。ま

た、「見守り必要性高い」項目にチェックがある早

急の見守り対応が必要な世帯は合計 162 件あり、

坂町役場へ直ちに連絡して対応を引き継いだ。 

 

2.6 アセスメント調査の集計・分析 

調査結果は全記録をオンラインデータベースに

入力し、表記の統一や重複確認等を行った後、不在、

居住の有無不明、調査拒否の世帯を除いた聞き取

り完了世帯を有効回答と認定し分析の対象とした。

坂町調査では 1,551件の有効回答を得て単純集計、

クロス集計、分析を行い、調査報告書を作成して坂

町に提出した。 

分析においては、支援需要評価に基づく被災者

世帯の状況把握と支援の必要性を可視化するため

に、調査結果を数値化して評価した。評価方法は、

仙台市で実施された「被災者生活再建加速プログ 

 

 
図１ 主な関係機関等との関係図 

 

 

図２ 坂町での調査ブロック地図例 

 

表４ 調査当日の進行手順 
番
号 

区分 内容 

1 調査員受付 
調査員の出席確認、委託契約書・健康状
態チェック表記入回収 

2 
オリエンテーシ
ョン 

調査の目的、内容、注意事項を説明し、
担当ブロック、チーム内で行程検討 

3 携帯物貸与 

名札、腕章、ビブス、調査票、住民への
説明用紙、不在票、支援情報チラシ、筆
記用具、調査結果入力用ダブレット、飲
料水等 

4 調査 

午前２〜３時間、午後３〜４時間調査を
実施、地図上に調査済み世帯を赤、不在
世帯を青で記入、必要に応じ現地本部か
ら他ブロックへの応援等依頼 

5 
現地本部へ帰
還、データ入力 

現地本部へ帰還後、調査状況確認、調査
票の補完とタブレットを用いた調査結果
入力 

6 振り返り 
全チーム帰還後、１日の感想を互いに述
べ、心の負担を軽減する時間をとる 

7 携帯物の回収 

調査委備品と調査のしおり以外の全ての
資料類（未使用の調査票、書き損じの調
査票、使用済みの地図、チラシ等）を種
類別に分けて回収 

8 
自治体へのフィ
ードバック 

調査票のコピー作成、要見守りチェック
世帯の確認等 
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表５ 調査結果の分析要素内容と得点範囲 
分
類
記
号 

分析要素 
（再建課題） 

 
 

分類内容 

調査票の該当グル
ープ（表３調査項
目一覧参照） 

日常生
活支援
世帯区
分 

住まい
の再建
支援世
帯区分 

A 住まいの再建方針・再
建時期の不安定さ 

家屋の被害状況や建替補修の意向、現在の居所と今後
の見通し等について 0から-34ポイントで評価 

②家屋情報、 
⑥今後の見通し 

  
● 

B 健康面での不安要素 医療機器等の利用状況や発災後の体調、食事や通院・
治療、服薬等の状況について 0 から-19 ポイントで評
価 

① 世帯情報、 
④健康情報、 
⑤生活情報 

 
● 

 

C コミュニティに関す
る不安要素 

被災によるコミュニティからの分離や再編、人間関係
等に関する状況について 0から-8ポイントで評価 

⑤生活情報、 
⑦困りごと 

 
● 

 

D 介護等の再構築、継続
の必要度 

日常生活の困窮や困難、支援者の有無について 0から
-25 ポイントで評価 

①世帯情報、 
④健康情報 

 
● 

 

E 生活困難、支援者の不
在 

日常生活の困窮や困難、支援者の有無について 0から
-25 ポイントで評価 

⑤生活情報 ●  

F 金銭的な困窮度 日常生活や生活再建、住宅再建における金銭に関する
不安や困窮、困難について 0 から-12 ポイントで評価 

①世帯情報、 
⑤生活情報 

  
● 

G 就労支援の必要度 求職状況や就労希望について 0 から-3 ポイントで評
価 

⑤生活情報、 
⑥今後の見通し 

 ● 

ラム」8)を参考にした。具体的には「住まいの再建

実現性」と「日常生活自立性」という２つの評価軸

を設定し、この２軸によって区切られた４象限―

―「生活再建可能世帯」、「日常生活支援世帯」、「住

まいの再建支援世帯」、「日常生活・住まいの再建支

援世帯」――に分類することで支援内容の最適化

を行っている。当調査では被災世帯を４象限に分

類するだけでなく、各被災世帯の回答結果に得点

化し、それを２つの評価軸で４象限に区切られた

平面上の座標値として表し、その上で各軸につい

て要支援世帯を識別するしきい値を設定すること

で、支援の必要度を定量的に評価する分析方法を

開発した。さらに調査地域全体あるいは調査地区

ごとに被災世帯の回答結果を集計することで、当

該地域における被災世帯の４象限上の分布状況を

把握できるようにした。 

手続きの詳細は次の通りである。まず表５に示

す A〜G の分析要素を設定し、該当する調査項目に

おいて生活再建に対して課題となる回答がある場

合にその選択肢に応じてマイナスの得点を付与し

た。例えば、調査票項目「浸水被害」について「床

上浸水」の回答があれば得点-2、「床下浸水」は得

点-1 として、調査項目の回答を得点化している。 

以上より「住まいの方針(A)」、「金銭・就労(F+G)」

の合計点を「住まいの再建実現性」軸の得点とし、

「健康(B+D)」、「生活(C+E)」の合計点を「日常生活

自立性」軸の得点とすることで、座標(0,0)から(-

66,-49)の間に評点がプロットされる。図３に評価

軸と４象限区分からなる散布図の概念を示す。 

坂町調査では要支援世帯の生活実態を明らかに 

 
図３ 評価軸と４象限区分からなる散布図の概念 

 

した上で、その他世帯との識別が可能となるしき

い値の設定を行った。まず調査結果、調査員所見に

基づいて自治体が住まいの再建および日常生活自

立への支援要と判断した世帯を抽出し、その識別

を最大限可能とする調査結果の重み付けと合算方

法を検討し、当調査においては、しきい値を両軸と

も-9 と定め、４象限に区分した。 

例えば調査結果において自宅が大規模半壊以上

(-4 点を付与、以下同)、複数箇所被害あり(-2)、

再建費用不足(-1)、再建見通し立たず(-1)、再建費

用不足(-1)で合計-9 点を住まいの再建支援必要と

して境界を定めた。同様に高齢者のみ世帯(-1)、要

介護(-1)、食事に変化(-1)、心身不調(-2)、移動制

限(-1)、買い物困難(-1)、生活用品不足(-1)、情報

不足(-1)で合計-9 点を日常生活支援必要として境

界を定めた。 

全 1,551 世帯について、４象限区分判定を行っ

たところ、「生活再建可能世帯」952 世帯（61.4％）、

「住まいの再建支援世帯」242 世帯（15.6％）、「日

常生活支援世帯」186 世帯（12.0％）、「日常生活・
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住まいの再建支援世帯」171 世帯（11.0％）であっ

た。表６に分析結果を示す。 

 

表６ 広島県坂町調査の４象限区分結果 

地
区
名 

対象世
帯数 

生活再建
可能世帯
数 

住まいの
再建支援
世帯数 

日常生活
支援世帯
数 

日常生
活・住ま
いの再建
支援世帯
数 

小
屋
浦 

446 
166

（37.2%) 
119

（26.7%) 
78

（17.5%) 
83

（18.6%) 

坂 1,067 
765

（71.7%) 
113

（10.6%) 
104

（9.7%) 
85 

（8.0%) 

横
浜 

38 
21

（55.3%) 
10

（26.3%) 
4

（10.5%) 
3 

（7.9%) 

全
体 

1,551 
952

（61.4%) 
242

（15.6%) 
186

（12.0%) 
171

（11.0%) 

 

小屋浦、坂、横浜の３地区別集計では、小屋浦地

区は「生活再建可能世帯」の割合が３地区の中で最 

も低く、６割以上の世帯が何らかの支援を要する

世帯であるという分析結果となった。また、「日常

生活・住まいの再建支援世帯」が 18.6%と突出して

高く、小屋浦地区に対して重点的な支援が必要で

あることが明らかになった。 

 

2.7 アセスメントの効用 

避難から生活再建への移行を開始する発災から

２～３か月後の時期に被災者生活実態調査を実施

し、被災世帯の支援必要度分類を行う試みは従来

無く、本研究所において表２に示す５回のアセス

メント実施により、有効な訪問調査数の各回合計

として 5,392 世帯の訪問調査を実施することによ

り調査方法や分析手法を確立することができた。 

その結果、個々の被災者の生活状況や地域の課

題等を把握することができ、被災自治体における

生活再建に向けた支援内容の策定と実施に貢献で

きた。調査の効用として以下の３点を挙げる。 

 

(1)生活再建に向けた支援活動の基礎資料作成に

よる生活再建支援の早期開始と重点的な見守り活

動実施の実現 

生活再建移行期に被災地域において調査員が聞

き取りによる悉皆調査を行う手法を確立し、世帯

状況、避難、家屋、健康、生活、今後の見通し等の

生活再建に必要な情報を一括した調査記録を作成

できた。坂町調査では 1,551 件の調査記録を生活

再建支援機関である「坂町地域支え合いセンター

（以下、支え合いセンター）」へ引継ぎ、見守り重

要度の高い判定を受けた世帯から訪問を行うこと

で、生活再建支援の早期開始と重点的な見守り活

動の実施が可能となった。 

 

(2)被災世帯の４象限区分導出による被災地域に

おける世帯状況の定量的把握 

調査項目の回答を点数化して集計し、「住まいの

再建実現性」と「日常生活自立性」の２軸の座標値

とすることにより、散布図上で「生活再建可能世

帯」、「住まいの再建支援世帯」、「日常生活支援世

帯」、「日常生活・住まいの再建支援世帯」の４象限

に分類する手法を確立した。これにより支援需要

評価の観点から見た被災世帯の状態を定量的に表

すことができ、個々の生活再建支援に向けた方策

の検討等に寄与できた。 

 

(3)調査地域内の定量的な状況比較の実現による

地区別に必要な支援量・内容の定量的な把握 

調査地域内の地区別に４象限区分を行うことで

地区別の状況が明らかになり、より詳細な範囲に

おける支援需要評価に必要な量・内容を定量的に

把握することができるようになった。表６に示す

広島県坂町調査での小屋浦、坂、横浜の３地区別集

計において、小屋浦地区が突出して支援の必要性

が高い状態であることが定量的に明らかになった。 

 

３．アセスメント調査の妥当性検証 

3.1 アセスメント調査の妥当性検証の方法 

坂町アセスメント調査では、1,551 件の調査結果

と被災世帯４象限判定の分析結果を坂町に提出し、

その後、支え合いセンターによる生活再建支援活

動の基礎資料として活用され、被災世帯の状況特

定に大変有用であると評価を受けている。 

しかしながら、アセスメント調査の項目設定や

被災者世帯４象限の数値的な判定については前例

がないため、本研究所で過去の経験等を踏まえて

独自に設定しており、その妥当性の検証が求めら

れる。 

本研究では、妥当性のいくつかある側面の内、外

的な側面の証拠、いわゆる基準関連妥当性

（criterion-related validity）9)についての検証

を行う。基準関連妥当性は、測定しようとしている

現象と関連のある外部変数と、測定値が相関する

度合いによって表される。 

当章では生活再建移行期のアセスメント調査結

果と、生活再建支援機関において約３年間継続さ
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れたアセスメントの結果を突合し分析することで、

妥当性の検証を試みる。支え合いセンターでは

2018 年 10 月の設立当初から主に訪問によるアセ

スメントを継続して実施しており、そのアセスメ

ント結果を用いて生活再建の達成判定が出た世帯

割合である生活再建達成率を評価指標（外部変数）

とし、生活再建移行期のアセスメント調査項目に

おける回答結果の違いが生活再建達成率に及ぼす

影響を分析することで妥当性の判定を行う。 

 

3.2 調査項目の概要 

(1) アセスメント調査 

本研究所による生活再建移行期のアセスメント

調査の概要は、２章に示した通りである。 

妥当性の検証には、地区、被災当時の元住所居住

有無、被災者世帯４象限区分、からだ健康状況、こ

ころ健康状況の項目を用いる。 

 

(2)支え合いセンターにおけるアセスメント 

2018年10月、坂町が支え合いセンターを設立後、

相談員が被災からの「生活再建」と「地域づくり」

を目的に、相談対応、地域見守り、交流活動等を実

施し、2022 年３月末に閉所した。 

支え合いセンターでは設立当初から主に訪問に

よる被災者アセスメントを継続して実施しており、

相談員の見守り活動等から被災世帯の状況を把握

し、センター内会議での評価後、「見守り区分・再

建支援区分アセスメントシート（以下、支え合いセ

ンターアセスメントシート）」を被災者単位で作成

している。支え合いセンターアセスメントシート

では、重点見守り支援チェック、自殺防止などのた

めの見守り支援チェック、孤立防止などのための

見守り支援チェック、くらしむき支援チェック、住

宅再建の進み具合チェックの評価分類を設定し、

各分類で 4 から 12 のチェック項目により、生活再

建の進み具合を評価している。最終評価として支

え合いセンター職員による協議で総合評価を決定

した。総合評価では表７に示す A から D までの区

分を設定し、D 判定が出た時点で生活再建が完了し

見守り支援を終了した。 

 

(3)データの突合と分析方法 

本研究所のアセスメント調査実施 1,551 世帯の

うち、2018 年 10 月〜2021年 12 月間の支え合いセ

ンターアセスメントシートが存在する支援対象世

帯を抽出し、同シートの訪問日、評価判定、生活支

援相談員所見を記録することで、被災当初の調査

結果と見守り評価結果を追跡できるデータセット

を作成し、被災当初の状況がその後の生活再建に

及ぼす影響を分析した。 

 

表７ 支え合いセンターのアセスメント 

総合評価区分 
見守り区分 判断の目安 

A 重点見守り 生活支援相談員の見守りと他機関のサ
ービス利用・連携により、多期間他職種
で関わる必要がある 

B 通常見守り 生活支援相談員が定期的に関わり、変化
あるかどうか気に掛ける必要がある 

C 不定期見守
り 

生活支援相談員による定期的な関わり
は不要であるが、引き続き見守りが必要
である 

D 必要なし・
支援終結 

生活支援相談員による関わりは特段必
要ない 

 

支え合いセンターアセスメントシートにおいて、

見守りの総合評価となる「最終判断」で判定区分 D

（見守り必要なし・支援終結）と評価された世帯が

母集団（当初の見守り対象世帯数）に占める割合を

「生活再建達成率」と定義し、「アセスメント実施

日」を月単位で集計して被災後（2018 年７月）か

らの「生活再建達成率」の累計推移を時系列で明ら

かにする。その上で被災当初の家屋状況や心身の

状況等の区分がその後の生活再建に与える影響を

「生活再建達成率」累計推移により評価する。 

世帯別の生活再建達成時期データは本研究所に

よるアセスメント結果と紐付けられており、調査

項目の回答別に「生活再建達成率」累計推移を描く

ことができる。分析においては調査項目の選択肢

等の回答をパラメータとして累計推移のグラフを

作成し、パラメータごとに明らかな差異があった

場合、調査項目の内容が生活再建達成までの期間

に影響を与えており、調査項目が生活再建の過程

で影響を与える要素であるとして調査の妥当性が

あったと判断した。 

坂町での本研究所アセスメント調査実施 1,551

世帯のうち、支え合いセンターアセスメントシー

ト 688 世帯 1,281 件が突合でき、本研究所アセス

メント調査データ 688 世帯（327 項目）と坂町地域

支え合いセンターによるアセスメントシート

1,281 件（48 項目）からなるデータセットが作成で

きた。最終評価が D 判定（見守り必要なし・支援終

結）となった 636 世帯を対象とし、被災当初の諸状

況の違いが被災から支援が終結するまでに要した

期間に及ぼす影響を明らかにした。 
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3.3 アセスメント調査の妥当性検証のための分析 

本研究所の調査世帯と支え合いセンターが生活

再建達成と認定した世帯を突合して得られた 636

世帯を分析対象とし、本研究所調査結果に基づく

被災当初の状況による分類を行った。結果が顕著

であった地区別、被災当時の元住所居住有無、被災

者世帯４象限区分、からだ健康状況、こころ健康状

況の各調査項目について設問の選択肢をパラメー

タとして生活再建達成率累積をグラフ化した。 

図４に坂町内の調査地区別区分による比較を示

す。小屋浦地区では全壊世帯が多く、生活再建に至

る時期が遅くなる傾向が明らかである。 

図５に被災当時の元住所居住有無区分による結

果を示す。避難所や仮設住宅等に居住していたグ

ループは被災から２年後の 24 ヶ月目において、元

住所に居住グループに対し生活再建達成率が 21ポ

イント低く、被災から１年〜３年後の差が著しい。 

被災者世帯４象限区分による結果を図６に示す。

「日常生活・住まいの再建支援世帯」グループの生

活再建達成の遅れが著しい。 

被災時のからだ健康状況区分による結果を図７

に示す。被災当時にからだの不調が続いているグ

ループは変わりないグループに対し、被災から２

年後の 24 ヶ月目で 11 ポイント生活再建達成率累

積が低い。被災当時のからだの不調がその後の生

活再建に影響を与えている。 

被災時のこころ健康状況区分による結果を図８

に示す。被災当時にこころの不調が続いているグ

ループは変わりないグループに対し、被災から 2年

後の 24 ヶ月目で 11 ポイント生活再建達成率累積

が低い。被災当時のこころの不調がその後の生活

再建に影響を与えている。 

 

 

図４ 地区別比較 

 

 

図５ 元住所居住有無別比較 

 

 

 

図６ 被災者世帯 4 象限別比較 

 

 

図７ 「発災後の健康状況からだ」項目別比較 
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図８ 「発災後の健康状況こころ」項目別比較 

 

以上、調査項目の選択肢をパラメータとした生

活再建達成率累積比較により、調査項目の内容が

生活再建期の生活状況に影響を及ぼしている例を

示した。特にからだとこころの健康項目では、被災

２〜３か月での心身の状態がその後の生活再建期

に影響を及ぼして生活再建達成時期の違いとなっ

て現れており、支援にあたって指標とすべき調査

項目と言える。被災者世帯４象限区分においても

各区分で明確な差が出ており、設定の妥当性を裏

付ける要素となりうる。 

次に、生活再建の達成までに要した月数と上記

調査項目との相互関連を分析するために、Cox 比例

ハザードモデル（以下、Cox 回帰分析）を用いた。

目的変数に生活再建達成までの月数を、説明変数

に地区別区分、元住所居住有無区分、被災者世帯４

象限区分、からだ・こころ健康状況区分を設定して、

ハザード比を算出した。なお、有意水準は 5%未満

とした。 

Cox 回帰分析の結果を表８に示す。地区別区分で

は「被災前小屋浦地区に居住」と比べて「被災前坂

地区に居住（ハザード比＝1.55）」が、被災者世帯

４象限区分では「日常生活・住まいの再建支援世帯」

と比べて「生活再建可能世帯（ハザード比＝1.43）」

と「日常生活支援世帯（ハザード比＝1.36）」が、

生活再建の達成しやすさが統計的に有意に高かっ

た。また、元住所居住有無区分では「調査時元住所

に居住」と比べて「調査時元住所以外に居住（ハザ

ード比＝0.64）」が、生活再建の達成しやすさが統

計的に有意に低かった。 

 

 

表８ COX 回帰分析による生活再建達成までの

経過月数に関する解析 

 

 

以上、調査項目間の相互関連を分析し、生活再建

期の生活状況に影響を及ぼす要素を検討した。分

析の結果、被災者世帯４象限区分、地区別区分、お

よび元住所居住区分によって、生活再建達成時期

（外部変数）に違いが生じることが示された。生活

再建移行期に実施されたアセスメント調査の結果

と、その後の支え合いセンターによるアセスメン

トの結果に関連が見られたことで、基準関連妥当

性を示すことができた。 

一方、当分析は当研究所および支え合いセンタ

ーによる両アセスメントの結果を独立のものとし

て比較し、初期の生活状況と生活再建達成時期の

相関を求めたものである。当研究所アセスメント

調査の結果が、その後の支援優先順位に寄与し、生

活再建達成時期に関与した可能性については、当

分析では影響がないものとして取り扱っている。

その理由として、被災者世帯４象限区分で支援が

必要と分類された世帯で生活再建達成までに要す

る期間が長くなっていることが挙げられる。 

 

４．考察と今後の課題 

4.1 考察 

本研究所では 2015年から生活再建への移行期に

おける被災世帯への生活実態調査を計５回実施し、

以下のような調査手法や分析方法を、実践を通じ

て先駆的に開発してきた。 

①生活再建移行期に、被災世帯の状況・避難・家

屋・健康・生活・今後の見通し等の情報を、訪問に

よる悉皆調査を通じて把握する手法と、行政委託

調査として住基情報との接続も確保しながら、調

査を実施する体制の構築、②各被災世帯の回答結

果を得点化し、それを「住まいの再建実現性」と「日

常生活自立性」の２つの評価軸で４象限――「生活

再建可能世帯」「住まいの再建支援世帯」「日常生活
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支援世帯」「日常生活・住まいの再建支援世帯」――

に区切られた座標値として表すことで、支援需要

を定量的に評価する分析方法を確立した。これに

より、個々の生活再建支援に向けた方策の検討を

可能にすると共に、各被災世帯の回答結果を地区

別に集計することで、地区単位の支援の種類とそ

の総量を定量的に推計することを可能にした。 

その結果、支え合いセンター等の生活再建支援

機関において、見守り重要度の高い判定を受けた

世帯から訪問を行うことで、支援需要に応じた早

期の支援の開始と重点的な見守り活動の実施に寄

与する可能性が示唆された。 

また、支え合いセンターでの支援活動に支援需

要評価の結果を用いることで、生活再建への移行

期の諸状況の違いが、被災から支援が終結するま

でに要した期間に及ぼす影響を明らかにし、調査

項目等の設定の妥当性を示せた。 

4.2 今後の課題と展望 

本稿では、生活再建への移行期における被災世

帯調査の実践と、調査結果と支援記録を突合した

分析を通じて、支援需要を評価する具体的な方法

とその妥当性を論じた。 

災害時の被災者支援では、発災直後から避難生

活期を経て生活再建を果たしていく復興期まで、

さまざまな主体による調査やアセスメントが展開

されており、東日本大震災以降の災害では一連の

支援を切れ目なく提供することを目的とした「災

害ケースマネジメント」（以下「DCM」）の必要性が

議論されている１)２)。 

DCM では、被災世帯の多様な支援需要を①被災者

からの申請だけでなくアウトリーチで把握し、②

災害法制だけでなく社会保障制度なども利用しな

がら、③行政だけなく民間の多様な主体も参加し

て、継続的に支援を届ける点に従来の支援との違

いがある 2）3）。 

本稿で詳述してきた生活再建移への行期におけ

る被災者生活実態調査の目的は、効果的な支援を

可能にする支援需要評価（の手法の開発）であった。

従って、被災者支援を目的とする DCM のケースワ

ークにおけるアセスメントとは異なるものであり、

また、DCM による支援の有効性や支援手法の評価を

行うものではない。しかし、被災者の抱える課題を、

生活実態調査を通じて包括的に把握し、定量的に

支援需要を評価するという本研究により得られる

成果は、適切な生活再建支援活動に寄与するもの

であり、DCM が視野に入れている他のフェーズにお

けるアセスメントや支援プランの策定・実行にも

応用できると考えており、今後の研究課題とした

い。 

また、政府や自治体においても DCM の理念に基

づく被災者支援が議論されているが、具体的な調

査の実施手順や分析手法、財源や人材の準備はこ

れからである。DCM に取組む自治体が調査を実施で

きるようにするためには、より簡易に費用をかけ

ずに行う調査手法を開発する必要がある。 

今後は DCM の視点から被災者支援の在り方を吟

味した上で、これまでの調査結果と生活再建支援

活動の記録を突合させたデータセットを使用して、

生活再建を長期化させる要因を抽出・分析を進め、

調査の項目整理や結果の集約を行い、より簡易に

被災者４象限分類を行えるシステムの開発・提供

等を通じて、漸進的に自治体が DCM を実現するた

めの独自の被災者生活実態調査手法を確立する支

援をめざしたい。 
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災害被災地における探究的な学びは、子どもたちのシティズンシップ形成を促したのか？ 

－福島県双葉郡ふるさと創造学に着目して－ 
Did inquiry-based learning in disaster-affected areas promote 

citizenship formation among children? 

－ Focusing on Furusato Souzou Gaku－ 

本研究では、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故によって避難を経験した福島県双葉郡8町村において取組

まれている探究的な学び「ふるさと創造学」に着目し、ふるさと創造学が子どもたちのシティズンシップの形成にどの

ような影響を及ぼしているのかを明らかにすることが目的である。本研究では、ふるさと創造学を設置する背景とな

った双葉郡教育復興ビジョンを取り上げ、シティズンシップとの親和性について分析を試みた。また、より具体的な取

組みを分析するために、広野町におけるふるさと創造学に取組む中学3年生を対象に質問紙調査を行った。その結果に

基づき、災害被災地における子どもたちのシティズンシップの獲得の必要性について論じた。 

キーワード: 教育復興 ふるさと創造学 シティズンシップ 探究学習 避難 

Keywords: Educational revitalization  Furusato Souzou Gaku Citizenship  Inquiry learning 

evacuation 

1. はじめに

1.1. 研究の背景と目的 

2011年3月11日に発生した東日本大震災と福島第

一原子力発電所の事故は、東日本全域に甚大な被害

をもたらした。発災から12年が経過したが、原子力

災害による強制避難を余儀なくされた福島県におい

ては、今もなお27,399人(1)の県民が県内外に避難を

している。 

この間、福島第一原発の立地地域である福島県双

葉郡8町村は、すべての地域が避難指示の対象となり、

8町村すべての自治体の役場機能は避難先に移転、設

置された。 

役場機能同様に、公教育もまた自治体内での活動

継続が不可能となり、双葉郡内に立地されていたす

べての公立学校が休校した。公教育の再開は、自治

体ごとに検討され、各自治体は避難先での教育活動

の継続を、①仮校舎、仮設校舎の設置によって再開、

②避難先地域の既存の学校に区域外就学を行う、の

主にいずれかの方策をとり進めた。 

その後、各自治体は避難の長期化に伴い、自治体

単独では解決できない教育課題を、双葉郡全体にお

ける広域連携によって解決の糸口を見出そうと各自

治体の教育長らによる福島県双葉郡教育復興に関す

る協議会を設置し、共通の認識のもとに2013年7月

「福島県双葉郡教育復興ビジョン」を策定した。 

各自治体は、策定された教育復興ビジョンをもと

に、様々な施策に学校で取り組むのだが、特に教育

復興として力を入れたのは双葉郡独自の探究的な学

び「ふるさと創造学」の創設と導入であった。 

しかしながら、教育復興ビジョン策定から10年が

経ち、8町村の教育環境は大きく異なりつつある。教

育復興ビジョン策定時は多くの学校が避難先で教育

活動に取組んでいたが、2023年4月に大熊町立学校が

12年ぶりに町内で学校を再開し、避難先で教育活動

を継続している自治体は双葉町をのみとなった。ま

た、ふるさと創造学に携わる教員の多くは教育復興

ビジョン策定以降に他地域から異動してきた者や、

入職してきた者となっている。さらには、ふるさと

創造学に取組む児童・生徒は発災後に誕生した年代

が多数となり、他地域から移り住んできた児童生徒

も増えている。10年前とは、児童生徒、学校、地域

の前提条件が大きく変わってきている。 

千葉 偉才也*1 

Izaya Chiba*1 
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このような状況下においては、ふるさと創造学の

教育的意義を今一度問い直すことが必要である。教

育復興ビジョンでは、「ふるさとへの誇りと自ら未

来を切り拓く生きる力を育み、 復興や持続可能な地

域づくりに貢献したり、全国や世界で 活躍したりす

る人材を創出する」ことを目指し双葉郡ならではの

魅力的な教育を推進するとしているが、これはいわ

ばシティズンシップの育成であると捉えることがで

きる。 

そこで本研究では、ふるさと創造学を、避難を経

験した地域を構成する児童生徒へのシティズンシッ

プ形成の取組みと位置付け、その有効性について検

討を試みることを通じ、現在の双葉郡における教育

的意義を考察することを目指していきたい。 

1.2. 既往研究と本研究の位置づけ 

マーシャル(1950=1993)は「シティズンシップ」に

ついて、共同社会の完全なる成員である人々に与え

られた地位身分であ る (マーシャル ,1950＝

1993,p37)と説明している。マーシャルが述べている

構成員としての意は、国家という枠組みではなく、

社会を構成する者である。一方で、現代においては

広く社会という括りに限らず、様々なコミュニティ

や地域社会の成員として捉えられることが多い。 

シティズンシップと地域社会との関係については、

寺島(2013)がシティズンシップを「市民性」と表現

した上で、その形成は公教育や大学でのみ行われる

のではなく、市民性形成の基盤となるのは家族であ

り、教育であり、地域社会である(寺島,2013,p14)と

論じている。ふるさと創造学は、地域社会との密接

な絡みの上に成り立つ学習であるならば、その基盤

をどのように地域社会と形成するかの議論は大いに

参考になる。 

イギリスにおける公教育の科目としてシティズン

シップ教育が設置される際に大きな影響力を与えた

クリックリポートでは、シティズンシップは①社会

的・道徳的責任、②コミュニティへの参画、③政治

的リテラシーの3つの柱で推し進めるべき

(Qualifications and Curriculum 

Authority,1998,pp39-40)と結論付けている。ふる

さと創造学は、「教育と地域復興の相乗効果」を掲

げて取組む学習であることから、コミュニティへの

参画は評価の指標として重要な点ではあるが、これ

までふるさと創造学を対象にシティズンシップの形

成については勿論、コミュニティへの参画について

学習効果を明らかにしようとした研究はなされてい

ない。 

一方で、ふるさと創造学を対象に、その学習の課

題について取り上げた研究はある。例えば、初澤

(2020)は、震災直後の「ふるさと学習」と現在の「ふ

るさと学習」とでは、子どもにとって「ふるさと」

の意味が異なっていると言わざるを得ない(初

澤,2020,p158)と述べ、長期的な避難の中で元の地域

から離れて行うふるさと学習を問い直す必要につい

て論じた。さらに初澤は避難先で行うふるさと学習

は、出身地域への帰還を前提とするものであるとし、

それは多くの場合に子ども自身が選択したものでは

なく、「大人」や「行政」の願望に基づいたもので

あることを否定できない(初澤,2020,p166)とその危

うさを指摘した。初澤の論は、避難の長期化と複雑

化する帰還の状況を踏まえてふるさと学習の在り方

を問うことの重要性に触れ、その上でその背後にあ

る政治的な事由について言及していることは、子ど

もとシティズンシップを考えるにあたり重要な論点

である。さらに、ふるさと創造学が想定している「コ

ミュニティ」が「ふるさと」であるのであれば、初

澤が危惧しているふるさとの意味を問い直すことは、

子どもたちが参画するコミュニティを問い直すこと

を意味するであろう。 

また、吉田(2021)はふるさと創造学の策定過程に

携わった教育長らが、策定過程において多様な視点

から双葉郡の学校教育の復興を考える意義を理解し、

従来のふるさと学習や防災教育の意識から変容があ

ったことを指摘している。さらに、ふるさと創造学

には「自分たちの失敗を糧として社会を形成してほ

しい」(吉田,2021,p99-100)という思いがあったこと

も明らかにし、策定者がふるさと創造学を通じて社

会を形成する人材を育成しようとした期待を読み取

ることができる。 

山川(2022)は、原子力災害や被災地復興の問題に

接近することを目的に長期避難を経験した双葉郡の

子どもたちが学校教育の場でどのように学んでいる

のかに着目し、双葉郡教育復興ビジョンの策定から

各自治体の学校におけるふるさと創造学の取組みに

ついて整理をした。また、ふるさと創造学における

鍵概念となる「ふるさと」への問いについて、児童・

生徒と教職員による現状把握から組み立てていく学

校現場での「協働作業のプロセスこそがふるさと創

造学である」(山川,2022,p51)と結論付け、その学び

を充実したものにするために地域で暮らし働く人た

ちとの交流の機会であるフィールドワークが重要で

あることを指摘している。吉田と山川の論において

も社会や地域との接点についての言及があるが、ふ
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るさと創造学が児童・生徒にどのような変容をもた

らし、社会や地域をどのように捉えたのかについて

は、調査の対象としていないために読み取ることが

困難である。また、いずれの調査も学校外から行わ

れているため、ふるさと創造学に取組んだ児童・生

徒への接近はできていない。 

本研究では、これらの研究を踏まえ、ふるさと創

造学の教育的意義について、シティズンシップの観

点から検討を行う。その際に、ふるさと創造学に取

組んだ生徒への接近を試み、これまで明らかにされ

てこなかった学習を通じた変容について、確認をし

たい。 

1.3. 調査の概要 

本研究ではまず、教育復興ビジョンと、ふるさと

創造学について取り上げ整理を行う。その上で、ふ

るさと創造学をシティズンシップの観点からどのよ

うに捉え直すことができるのか検討を行う。   

次に、広野町におけるふるさと創造学に着目をし、

2022年度に広野町立広野中学校においてふるさと創

造学に取組んだ3学年18名を対象に行ったアクショ

ンリサーチを介した質問紙調査の分析を行う。その

際に、授業内で生徒が制作した成果物と感想文の内

容を質問紙調査の分析に活用をした。記述内容を定

量的に捉えるために計量テキスト分析ソフトKH 

Coderを使用する。これらを踏まえて、総合考察を行

う。 

 

2. 双葉郡教育復興ビジョン 

2.1. 双葉郡の教育環境 

2011年3月時点、双葉郡には小学校19校に4154人、

中学校11校に2325人が在籍をしていた。原発事故に

よってすべての学校が休校になり、教育活動の再開

は大熊町のように2011年4月に避難先で学校再開を

行った自治体もあれば、双葉町のように県外避難先

で既存の地域の学校に区域外就学を行う判断をした

自治体など、その対応は様々であった。 

 2023年4月時点では、双葉町の学校が避難先のいわ

き市で継続している以外、残り7町村は元の自治体内

での学校再開を果たしている。他方で、児童・生徒

数は震災前に比べ激減し、極少規模学校となり教育

活動に支障をきたす現状も見られる(双葉郡教育復

興ビジョン推進協議会,2022,p3)。 

2.2. 双葉郡教育復興ビジョンの策定 

一方で、このような双葉郡の教育環境は、原発事

故直後から予見はされていた。そのため、双葉郡内

の教育長らから成る教育長会は、福島県双葉郡教育

復興に関する協議会（以下、復興恊）を設置し、複

雑化した双葉郡の教育環境の改善に向けた議論を進

めた。復興恊は、委員として8町村の教育長が参画し

た他に、協力員として大学教員、民間団体、福島県

教育委員会、文部科学省、復興庁などが加わり、助

言を行った。また、教育復興ビジョン策定以降は、

双葉郡教育復興推進協議会（以下、推進協）が設置

され、教育復興ビジョンに基づいた教育復興施策を

進めている。 

復興恊は、双葉郡の教育復興を進めていくにあた

り、以下の5つの方針(双葉郡教育復興に関する協議

会,2013,pp6-7)に基づいて実行していくことを重要

だとした。 

 

①震災・原発事故からの教訓を生かした、双葉郡な

らではの魅力的な教育を推進する。 

②双葉郡の復興や、持続可能な地域づくりに貢献で

きる「強さ」を持った人材を育成する。 

③全国に避難している子供たちも双葉郡の子である

という考えのもと、教育を中心として双葉郡の絆を

強化する。 

④子供たちの実践的な学びが地域の活性化にもつな

がる、教育と地域復興の相乗効果を生み出す。 

⑤双葉郡から新しい教育を創り出し、県内・全国へ

波及させる。 

 

復興協は、5つの方針を具体的に進めていくため

の方策として、各学校段階を通じて一貫した価値

観・教育目標・カリキュラムによる教育を掲げた。

その理念では、「創造力と想像力、この２つの力で

子供たちの夢と人間力を育て、地域の復興に主体

的・協働的に関わる人材を育成する。」と述べ、地

域社会への参画、いわばコミュニティへの参画が示

されシティズンシップの要素が明示されている。ま

た、教育目標として「個人を尊重し各々の個性や能

力等の伸長を目指すとともに、応用力、課題解決力、

実践力を重視する学力観に転換」を設定し、その説

明として「OECD キー・コンピテンシー等も参考と

しながら、単なる知識・技能の習得に留まらない応

用力、課題解決力、実践力を重視する学力観に転換

する。」と述べられている。ここで触れられている

キー・コンピテンシーとは、OECDが1997年から始め

た 、 DeSeCo(Definition and Selection of 

Competencies)プロジェクトにおいて整理がされ、

多数の加盟国によって国際的合意がなされた新た

な能力概念である。本稿においては、詳しく取り上
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げることはしないが、OECDの基本理念として掲げる

自由・民主主義を推し進めていくために、教育を通

じて市民が獲得すべき能力を指している。山本・久

保田(2010)はキー・コンピテンシーを、民主的市民

性(Democratic Citizenship)に基づく教育の要求

(山本,久保田,2010,p86)と説明を試みたが、この論

に依拠するのであれば、復興ビジョンの教育目標も

またOECDが有する価値観に影響を受け、それは民主

的な市民性を目指すことであると受け取ることも

できよう。 

2.3. ふるさと創造学 

教育復興ビジョンで示された方針を進めるために、

2014年度から双葉郡の公立学校では探究的な学びと

して「ふるさと創造学」が開始された。 

 ふるさと創造学は、双葉郡の学校が地域を題材に

取組む探究的な学習の総称(双葉郡教育復興に関す

る協議会,2013,p2)とされ、総合的な学習の時間を活

用して各学校において取組まれている。 

 学習のねらいは、「自らの未来を切り拓く力とふ

るさとへの誇りを育むこと」とし、日常生活や地域

社会に目を向けて、子ども達が自ら課題発見と解決

のために思考し学ぶアクティブ・ラーニングを重視 

する。そのために、学習指導要領においても重要視

されている探究のプロセスとして、①課題設定、②

情報収集、③整理・分析、④まとめ・表現、のサイ

クルをらせん状に繰り返しまわして、伸ばしていく

ことを目指している。 

 学習で扱うテーマは、伝統文化や歴史、自然、く

らし、産業、復興・まちづくりなど、地域に関わる

「もの」「こと」「ひと」のすべてが学びの素材 と

し、地域に関わる人びとの思いや考えも対象となる

としている。 

山川は、2020年度に取組まれた各学校のふるさと

創造学を取り上げ、ふるさと創造学のテーマは大き

く2つの異なった傾向があることを指摘した。それは、

町村内に立地する学校と、避難先に立地する学校と

で扱うテーマが異なり、前者は「より体験的で具体

的」であり、後者は児童・生徒がフィールドワーク

を実施することが難しいために「抽象的傾向が全体

的に表れている」(山川,2022,p36)としている。他方

で、教育復興ビジョンが策定された段階では、町村

内で学校活動を再開している自治体は8町村のうち、

川内村と広野町の2町のみであったことから鑑みる

と、策定段階で想定された学びは後者の色が濃く、

避難をしている状況から元々住んでいた地域を学ぶ

ことを試みたことが、ふるさと創造学の出発点であ

ったと理解することもできよう。 

いずれにせよ、ふるさと創造学はコミュニティと

の接点なくしては目標を達成することができないこ

とから考えると、シティズンシップの一つの柱とさ

れるコミュニティの参画が重要な要素となる。山川

の指摘する二つの傾向を、シティズンシップの文脈

で捉えなおすのであれば、前者は「避難から帰還し

た子どものシティズンシップ」であり、後者は「避

難先の子どものシティズンシップ」の取組みだとい

えよう。 

 このように、自治体のおかれている状況によって、

学びの在り方、ふるさと創造学で扱うテーマなどは

変化してきた。それ故に、各自治体が、ふるさと創

造学をどのような意図で捉え、学習を通じて児童・

生徒に何を獲得させようとしたのかは、自治体によ

って異なっている。 

さらに、8町村の学校毎の取組み状況を概観すると、

各年度において取組む内容が異なり、各学年の教員

の方針や裁量に大きく影響を受けていることがわか

る。教育委員会と学校が協議を行い、ふるさと創造

学のカリキュラムを検討した例はあるものの、年度

を越えて継続的に取組まれているケースは限定的で

ある。他方、数少ないといえども、広野町立広野中

学校が2015年度から、楢葉町立楢葉中学校が2018年

度から継続的に、教育委員会と学校の協議によって

策定したカリキュラムを実施している。本稿におい

ては、ふるさと創造学が開始された初期から継続的

に同一カリキュラムで取組んでいる広野中学校の事

例を参照し、自治体や学校が、ふるさと創造学をど

のように受け止め、カリキュラム化をしたのかにつ

いて確認をしたい。 

 

3. 広野町におけるふるさと創造学 

3.1. 避難と帰還における諸課題 

広野町は、太平洋に面し、双葉郡の最南端に位置

している。北は楢葉町、南はいわき市に隣接してい

る。福島第一原子力発電所から 20 キロの距離にあ

り、町内には広野火力発電所が立地している。また、

楢葉町との境界に日本サッカー界初のナショナルト

レーニングセンターである J ヴィレッジが立地され

ており、東日本大震災以前は各年代の日本代表が合

宿を行うなど、日本サッカーの強化のために使用さ

れていた。広野町は、東日本大震災に伴う福島第

一原子力発電所の事故によって、屋内退避指示が

発令され、その後に全域が緊急時避難準備区域に

指定された。同年 9月には緊急時避難準備区域が
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解除され、段階的に町への帰還が始まったが役場

機能が町内に戻ったのは 2012年 3月、幼稚園、保

育園、小学校、中学校が町内で再開したのは同年

8 月となった。ほぼ全住民が避難を経験した双葉

郡の自治体においては、川内村に次いで 2番目に

早い元の地域での役場機能再開、教育機関の再開

となった。 

 

 

図1は広野町の小学校、中学校の児童・生徒数の推

移である。2012年度の在籍数が、震災前にあたる前

年度に比べ大幅に減少している。双葉郡内の川内村

を除く他自治体に比べれば、広野町は避難から学校

再開までの期間が1年5カ月であり、広野町の次に学

校再開をした楢葉町の6年1カ月（2017年4月再開）と

いった避難の長さとは状況が異なる。しかし、避難

期間の長短に限らず、これまで誰もが経験をしてい

ない原子力災害による避難は、自治体の教育環境の

整備において、とても難しい状況をもたらした。本

稿においては、ふるさと創造学に関連する部分のみ

取り上げるが、避難に起因した問題は地域コミュニ

ティ全体に影響を与えている。 

広野町教育委員会は、避難を経験して元の地域に

戻った子どもたちが抱える諸課題を整理した上で、

ふるさと創造学として子どもたちに提供できる教育

プログラムを検討した。その際に広野町教委員会が

重点とした課題は、①震災以降増えたマスメディア

による子どもたちへの取材、②複雑化した地域コミ

ュニティとの接点の創出、③変化する故郷の記録、

の三つ(ひろの映像教育実行委員会,2015)である。 

 震災と原発事故以降、マスメディアを中心に被災

地の状況は多く取材をされ、国内外に報道されてき

た。被災した子どもたちも例外にはならず、様々な

メディアによって取材をされ、応じてきた。一方で、

広野町教育委員会が危惧したのは、子どもたちがメ

ディアの特性を理解せずに無防備に取材を受けてい

ることであった。①の課題は、そうした背景から、

正しくメディアの特性を理解し活用していくための

学びを提供することの必要性を指摘したとされてい

る。 

②は、避難を契機にそれまで維持されてきた地域

コミュニティが崩壊し、帰還しても元の地域コミュ

ニティが回復していない状況の中で、子どもたちが

どのように地域住民と接点、交流を行えるかの課題

である。文部科学省は社会に開かれた教育課程の実

現を掲げ 、各地域における学校づくりを推進してき

たが、避難を経て帰還した地域においては、子ども

たちは勿論のこと、学校や教員も元々の地域とのつ

ながりが分断されてしまっている。これは、避難が

自治体内の地域ごとに行われなかったことや、住民

の自主的な避難判断など、原因は様々である。しか

し、現実的に、避難指示の解除に伴い地域に戻って

いる住民は、震災前と同じ状況ではなく、住民同士

のつながりや地域コミュニティも複雑化している。

そのような状況下で子どもや教員、学校がどのよう

に地域コミュニティと接点を見出し交流し学びの環

境を整えていくかは大きな課題であった。 

さらには、災害被災地特有の課題として、災害に

よって破壊されたインフラなどを復旧することや、

新たに防災に強い地域づくりを進めるために防潮堤

や防波堤の建設を行うなど、元の地域の景観が変化

していくことが挙げられる。復旧や復興に向かう過

程では避けられない取組みである一方で、元々の地

域の記録や、そこに住まう人々の情景や生活の営み

などをどのように記録をしていくかは大きな課題と

されてきた。 

これらの課題に、ふるさと創造学を通じてどのよ

うに向き合えるのかが、広野町教育委員会における

ふるさと創造学のカリキュラム検討の大きなテーマ

であった。 

3.2. いいな広野わが町発見―ふるさと創造・映像

教育プロジェクト 

広野町では 2014 年度から広野町教育委員会、広野

中学校、大学機関、民間団体によって「ひろの映像

教育実行委員会」（以下、実行委員会）が組織され、

同年度に開始されたふるさと創造学について協議を

重ね、広野町が置かれている環境や子ども達や住民

の状況を踏まえたふるさと創造学の設計を検討した。

広野町教育委員会が掲げた重点課題との向き合い方

として、実行委員会が参考にしたのは、オーストラ

リアにおいて移民教育として取組まれていたシネリ

テラシーであった。 

出所：広野町教育委員会提供 
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出所：広野中学校 

シネリテラシーとは、映画を論理的に読み解き、

協働のもとに映画を制作する教育活動を意味(千

葉,2021,p44)し、ニューサウスウェールズ州におい

て 2000 年から公教育として始まった教育手法であ

る。多文化主義を掲げているオーストラリアでは、

2000年の国勢調査で国民の 4人に 1人が外国生まれ

(Australian Bureau of Statistics,2022)とされ、

両親のいずれかが外国生まれの割合はさらに高まり、

多様な文化背景を持つ市民によって社会が構成され

ている。それは同時に、多様な文化背景を乗り越え

る必要性を意味し、映画制作を活用してその課題に

向き合うことを試みたのだった。これは、オースト

ラリア掲げる多文化主義の基盤をつくるための市民

の教育であり、民主社会を担うシティズンシップ形

成の取組みである。 

本稿では、シネリテラシーの詳細については取り

上げることはしない。ただ、広野町が着目したのは、

「多様な文化背景を乗り越える」ための教育の取組

みであり、それは突然の避難によって多様な体験を

した子どもたちの境遇と重ね合わせての期待が込め

られていたことは注目に値する。それは、元の地域

への帰還をした子どもたちが地域に参画するための

きっかけとしての取組みへの期待であり、復興ビジ

ョン同様にコミュニティへの参画を通じたシティズ

ンシップの形成への期待でもあると捉えることがで

きよう。 

実行委員会がシネリテラシーを参考に設計した教

育プログラムは「ひろの映像教育プロジェクト」と

して広野中学校において 1 学年が取組むことに至っ

た。その後、広野中学校では継続的に映像制作を通

じた探究的な学びが実施され、2019 年度からは全学

年に範囲を広げ探究的な学習に中学校 3 か年の計画

で取組み、映像メディアに限らないメディアコンテ

ンツ制作教育に取組んでいる。 

3.3. 2022 年度 3 学年「ルーツプロジェクト」 

2022年度の広野中学校3学年は、ふるさと創造学の

学年テーマ「ふるさとを創る」に取組むにあたり、

広野町を構成している「人」に着目をした。その際

に、町が掲げている移住定住施策と関連し、「人の移

動」を取組みのキーワードとして設定をした。1学期

の初期段階では、教員が生徒たちに「私たちはなぜ

広野町に住んでいるのか？」という質問を問いかけ

ることから探究学習が開始され、年度を通じて「人

を移動させる力はどのようなものなのか」という問

いと向き合い、生徒自身が地域への居住や移住につ

いて思考を巡らせた。 

この学習計画の背景には、震災と原発事故による

避難と帰還という双葉郡特有の事情の他に、全国的

に進められている都市部から地方への移住定住政策

がある。広野町もまた移住者の呼び込みに積極的な

政策、施策を打ち出し、3学年のテーマを扱う上で、

移住者を意識した地域づくりを考えることは切り離

せないことであった。そのため、地域の未来を思考

することや、地域を創っていくために、どのような

理由を持って人が移動するのかという問いと向き合

うことが、重要であると考えた。この一連の取組み

を生徒が自らのルーツや町民のルーツに向き合うこ

とから「ルーツプロジェクト」と称して取組まれた。 

筆者は、本学習の初期段階から教員との意見交換

を行い、ほぼ全ての学習の経過を観察し、部分的に

授業を主導する役割を担った。 

 

3.4. ルーツプロジェクトの概要 

表 2 はルーツプロジェクトの年間を通じた指導計

画である。まず、1 学期段階では、先述の通りの問い

かけを行い、人の移動の理由を考え、生徒自身や生

徒の家族への予備調査などを行った。2 学期には、5

人程度で編成された班ごとに移住経験のある町民へ

のインタビューを実施し、多様な移住体験に触れる

表２ ルーツプロジェクト 2022指導計画 
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機会を創出した。さらに、そのインタビューで得た

情報を、ラジオ番組形式でまとめ、他者に伝えてい

くことを目的に番組制作を行った。その後、協力い

ただいた町民らを招待しラジオ番組の公開生放送形

式で報告を行った。2 学期末には、広野町役場におい

て子ども議会が開催され、生徒がルーツプロジェク

トの取材とまとめの段階で気付いた視点から質問案

を考え、町長をはじめとした町役場執行部に対して、

質疑を行った。 

3.5. 分析に用いるデータ 

本研究では、主に以下の三つのデータを用いる。 

一つめは、生徒への質問紙調査である。本プロジェ

クトでは、担当教員と筆者により、学習を通じた生

徒 18 名の学習効果と変容を確認することを目的に

プロジェクトの開始時（6 月）と終了時（12 月）に

質問紙法による調査を実施した。調査項目の概要は

以下の通りである。 

① 調査票 A（事前調査） 

広野町への理解（問 1-図 2a）、広野町への愛着や想

い（問 2）、政策課題（移住）への理解（問 3-図 2a）、

生徒や家族の体験について(問 4,5,7)、生徒自身の

移住の可能性について(問 6-図 2c)、ルーツプロジェ

クトに対する意識（問 8）。 

② 調査票 B（事後調査） 

広野町への理解（問 1-図 2a）、広野町への愛着や想

い（問 2）、政策課題（移住）への理解（問 3-図 2b）、

生徒や家族の体験について(問 4,5,7)、生徒自身の

移住の可能性について(問 6-図 2c)、ルーツプロジェ

クトに対する意識（問 8）。 

二つめは、学習において 10 月に制作された成果物

内のインタビュー音源である。本学習では、各班が

移住経験のある町民にインタビュー取材を実施し、

そのインタビュー音源を組み込んだ形式でラジオ番

組を制作した。番組には、各班がインタビュー取材

の中で特に重要とした箇所が抽出して使用されてい

る。この箇所を定量的に分析する際には、計量テキ

スト分析ソフト KH Coder を使用する。 

三つめは、学習の締め括りとして 12 月に実施され

た広野町子ども議会の感想文である。本プロジェク

トでは、6 月から始まったふるさと創造学の取組み

の締め括りとして、広野町子ども議会において生徒

が質問をし、町執行部が答弁を行った。子ども議会

の閉会後に生徒が記述した感想文を用いて、二つ目

と同様に KH Coder による分析を行う。 

3.6. 学習効果 

2022年度広野中学校 3年のふるさと創造学の学習

効果を検証するにあたり、まずは学習の開始時（事

前）と終了時（事後）に実施した質問紙調査を確認

する。 

 

 

図 2 のグラフ群は、学習の事前と事後で同じ設問

をした項目の回答結果の平均値をグラフ化したもの

である。図 2a はふるさと創造学においても重要な目

標である地域への理解度の回答結果だが、事前調査

に比べて事後調査では自己評価が上がっている。そ

の理由として「広野町に住む人達と出会って、広野

町のことをさらに知れたから」や「広野の環境だけ

でなく、どんな人が住んでいるか、そしてその人が

どう思っているかを知れたから」とした記述回答が

複数あったことから、地域への理解が行政区域とし
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ての「町」という規模から「町を構成する人」にシ

フトした可能性を伺うことができる。図 2b、c は今

回の学習で取り上げた町の特定政策への理解度を測

る目的の設問であるが、いずれも事前に比べ事後が

高くなっている。図 2c における事後の回答理由には

事前には記述回答がほぼ無かった生徒が「高校を卒

業したら県外の専門学校に進学しようと思っている

から。」や「私の持っている将来の夢は広野では叶

えられない可能性があるから。」と記述をするなど、

学習を通じて特定の政策を「自己との結びつき」と

して捉ることが増えたことを示し、数値的な伸び幅

では確認することが難しい質的な変化、成長が見ら

れたとも考えることができる。 

事後のみの設問として「学習を通じて移住につい

ての考え方が変わったか？」に対しては、18 名中 13

名が「変わった」と答えている。変わった理由を概

観すると、「移住して学ぶことや町への思いが変わ

ることもあるんだなと思ったから。」や「移住をす

ることでさまざまな選択肢があると実感した。」な

ど、生徒自身がそれまで持っていた移住イメージに、

新たな可能性が加わったことを述べる回答が複数あ

った。また、「移住は自分の気持ちだけでは決めて

いいものではないと知れたから」や「自分の意思じ

ゃない移住もあるのだと分かったから。」などに見

られるように、個人としての行動や決断のみでは許

容されない、家族や集団との関係性に言及する回答

もあったことは、後述する生徒自身の移住体験に関

する回答とも連関する災害による強制的な移動であ

る避難を経験した地域特有の要素があるとも考えら

れる。「学習を通じて広野町への想いに変化はあっ

たのか？」の問いに対しては、18 人中 9 人が「変わ

った」と回答をし、「広野町には、いろいろな移住

経験を持つ人がいるのだとわかったから」や「最初

より、広野町に興味を持つことができた。」など学

習活動で知り得た人や情報によって地域への関心が

高まったとする回答があった他に、「将来の広野町

がもっとよい町になって欲しいと思った」や「自分

にも広野町のためにできることをやりたいと思えた

から」、「自分も将来広野町を支える人材になりた

い」など地域が発展していくことへの想いや自らが

その担い手として携わる意識についての記述が目立

った。これは、いわばコミュニティへの参加意識と

も捉えることができよう。 

 また、学習効果を測る目的ではないが、事前と事

後において生徒自身の移住の経験についての設問を

している。事前の回答では、18 人中 16 名が「移住

経験がある」、1 名が「どちらともいえない」、1 名

が「ない」と回答をした。移住経験有の結果を個別

に確認すると、移住経験はすべて震災と原発事故に

よる避難であったことがわかった。しかし、事後の

回答結果では、「移住経験がある」と回答したのは、

事前と比較して 3 名減った 13 名となり、「ない」と

回答した生徒は 0 人になり、その代わりに「どちら

とも言えない」と回答した生徒が 4 名増え 5 名とな

った。これは、学習を通じて多様な移住経験者への

インタビューや自己の考えの整理などの課程で、自

身の避難経験が移住にあたるのかどうかについて、

生徒自身が考えた揺らぎが反映されたと考えられる。

先述の「自分の意思じゃない移住もあるのだと分か

ったから」と述べた生徒が指摘した、意思が影響を

及ぼせない強制的な移動の経験、またほとんどの場

合、保護者の行動に紐づくことが前提とされる未成

年者の不可抗力を生徒たちは学習の中で学びながら、

自身の事として「移住」を捉え直したとも理解でき

よう。 

3.7. 生徒の関心 

生徒は学習を通じて、自身とは異なる体験をした

町民に接し、何らかの変容を得たと考えられるが、

はたして生徒は町民のどのような点について関心を

寄せたのであろうか。この問いに迫るには、生徒が

学習を通じて完成させたラジオ番組を分析する必要

がある。ラジオ番組は、各班概ね 12 分程度の長さに

まとめられており、その中で 5 分程度が町民へのイ

ンタビュー音源が使われている。町民へのインタビ

ューは各班 70 分～90 分程度実施をしているため、

番組内でどの部分を使用するかは、各班が議論の末

に決定をした。つまり、各班が番組内で使用してい

る音源部分は各班が番組を通してターゲットオーデ

ィエンスに届けたいメッセージと重要に絡み合う部

分であるといえよう。表 3 は、KH Coder を使用して、

各班が制作した番組内の使用音源に現れた語のうち

名詞（「する」に接続してサ変動詞となりうる,いわ

ゆるサ変名詞を含む）のみを抽出し出現回数順上位

15 語を並べたものである。 

  

表３ インタビューに多く現れた名詞と出現回数 
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上位に「広野」や「自分」などが入ってくること

は、インタビューの特性やテーマからすると自然の

ことである。一方で、注目すべきは、アンケート調

査で生徒が言及した、移住の理由が多岐に渡ること

と結びつく語が多く現れていることである。例えば、

「子供」は子供の教育環境を優先的に考えて移住を

行うことや、避難、帰還を行う文脈で多く使われた。

「会社」は、働くことを契機に地域間を移動するこ

とがあると語られ、「震災」や「避難」もまた強制

的な移動ではあるが、他地域への移住や避難を終え

て帰還する際の移動としても多く使用された。「勉

強」や「結婚」、「高校」も同様に移住の理由として

多く使用された。 

 生徒のアンケート回答と突合すると、各班は町民

のライフステージにおいて、どのような理由が移住

や移動を後押ししたか、その理由について関心を強

く持ったと理解することができる。 

3.8. コミュニティへの参加 

生徒のアンケート結果では、コミュニティへの参

加意識の芽生えや可能性を示唆する記述があった。

学習を通じて特定の政策課題と向き合い、その政策

課題を自分事として捉え直していくプロセスでは、

何が有効であったのだろうか。この問いに向き合う

ために、学習の最終段階で実施をした広野町子ども

議会の感想文を KH Coderを使用し、テクスト分析を

行った。 

 表 4 は、生徒が記述した子ども議会の感想文のう

ち、名詞（サ変名詞を含む）のみを抽出し,出現回数

順上位 15 語を並べたものである。上位 7 位以上のほ

ぼすべての語が議会の場で自らの考えや意見を述べ

たことや、学習で知り得た知識を実社会に活かせら

れる機会を得たことの文脈で使われている。 

 

例えば以下の感想では、生徒が学習の過程で生じ

た疑問や気付きに対し、実際の行政がどのように考

えているのかを知る機会になったと述べている。 

「今回、子供議会に参加し、実際に質疑をしたこ

とで、現在僕たちが感じていることを町がどう思っ

ているのかが分かりました。また、僕たちがした町

に対しての疑問を答えてもらったことで安心するこ

とができました。」 

また、町政に触れることによって、さらに思考を

巡らせていくとした以下のような感想もあった。 

「子ども議会で町政や取り組みなどの広野町のい

ろいろな一面を知ることができ、様々なことを考え

る機会になってよかったです。これからも広野町の

ことについていろいろ考えを深められたらいいなと

思いました。」 

つまり、アンケートの回答に見られたコミュニテ

ィへの参加意識の芽生えは、「議会という政治の場

において、自らの意見や質問を介して地域を形成し

ていく作業に参加した意識」の芽生えと捉えること

ができるのではないだろうか。その体験を通じて、

地域や自己について継続して思考を巡らせていくこ

とを促していると理解することもできよう。 

4. 考察 

ここまで、ふるさと創造学が子どもたちのシティ

ズンシップの形成にどのように影響を与えたのかに

ついて、教育復興ビジョン策定の背景と内容につい

て概観し、その上で広野町の事例を取り上げ具体的

な事例の分析を試みた。結果としては、ふるさと創

造学は、子どもたちのシティズンシップ形成を促す

可能性があることが示唆されたといえるが、詳しく

考察を行いたい。 

4.1. 教育復興ビジョンとシティズンシップ 

まず、教育復興ビジョンが、シティズンシップの

文脈では、どのような意味を持つのかを考察したい。 

クリックリポートで示されたシティズンシップの

指標に社会的・道徳的責任がある。寺島は社会的・

道義的責任について、子どもたちが、自信をもつこ

と、権威者が互いに対して社会的、道徳的に責任あ

る行動をすることを学んでいくことを意味(寺

島,2013,p13)していると説明をする。寺島に依拠す

るのであれば、教育復興ビジョンの前文において述

べられている以下の部分は、権威者が互いに対して

社会的、道義的に責任ある行動を目指すことを掲げ

ているのではないだろうか。 

「震災・原発事故による原発安全神話や産業基盤

の崩壊をその背景も含めて受け止め、価値観を大

きく転換し、復旧を越えた復興を目指し、夢・希

望・笑顔のある未来を実現しなければならない。

多くの課題を乗り越え、双葉郡の復興を実現する

ためには、双葉郡の 8 町村が連携して、長期的に、

双葉郡の復興を担う人材を育成する必要がある。

子供たちの世代にも復興を託すことになり、双葉

郡の未来はまさに教育にかかっている。」(双葉郡

抽出語 品詞 出現回数 抽出語 品詞 出現回数
1 議会 名詞 17 6 議員 名詞 7
2 参加 サ変名詞 11 7 体験 サ変名詞 6
3 自分 名詞 9 8 緊張 サ変名詞 5
4 意見 サ変名詞 8 9 子ども 名詞 5
5 質問 サ変名詞 8 10 経験 サ変名詞 4

表４ 感想文に多く現れた名詞と出現回数 
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教育復興に関する協議会,2013,pp2-3) 

 また、推進協がふるさと創造学について説明をす

る際に用いる複数の広報物(2)では「子供たちの被災

経験がハンデとして固定化されてはならない」や「震

災で子どもたちが得た経験を、生きる力に」という

表現が使われている。こうした表現には、子供の被

災体験を克服するための取組みへの強い想いが込め

られていると受け止めることができる。学習を通じ

て、子どもが自信をもつことを目指している姿勢と

しては、寺島の論とも親和性があると受け止めるこ

とができる。 

それではコミュニティの参画についてはどうであ

ろうか。教育復興ビジョンでは 5 つの方針の 1 つに

「子供たちの実践的な学びが地域の活性化にもつな

がる、教育と地域復興の相乗効果を生み出す。」こ

とが掲げられている。これは、被災によって途切れ

る可能性のある地域の伝統・文化の継承を念頭に、

子どもが学習の一環として取組むことを通じ、地域

の課題解決を果たせる可能性と期待であると理解で

きる。また、子どもにとっては、学びを通じて地域

課題の解決に寄与でき、地域社会への参画やボラン

ティア活動をとおして共同体の生活や関心に役立つ

かたちで関わるようになることにつながるであろう。

つまり、教育復興ビジョンが掲げ、ふるさと創造学

が目指している学びは、シティズンシップの形成を

意図する要素を大いに内包していると理解すること

ができよう。 

4.2. ふるさと創造学とシティズンシップ 

2022 年度に広野中学校に在籍した 3 学年 18 名を

対象に行った調査では、「地域への理解」と「特定

政策への理解」がいずれも学習開始時に比べ、学習

終了時が高い結果となった。しかし、この結果は学

習に取組んだことによる当然の結果ともいえるため、

記述回答を含め分析を行った。その結果、生徒の中

にはシティズンシップにおける「コミュニティへの

参加」と捉えることのできる回答をした者が複数い

た他に、生徒が政治的知識にとどまらず公的生活に

効果的に関わるための知識、スキル、価値を学んで

いくとした政治リテラシーの向上も見られた。学習

に取組んだ複数の生徒は、課題として取り上げた特

定政策を学ぶ過程において政治リテラシーを獲得し

た他に、特定の政策を自己のキャリアと結びつけて

思考をした。これは、中教審が目指し現行の学習指

導要領の核となっている「主体的・対話的で深い学

び」と評価することもできよう。 

今回の調査では、広野町のみを対象にしたため、

双葉郡 8 町村すべてのふるさと創造学に言及するこ

とは難しい。一方で、広野町の結果は、震災と原発

事故から 12 年が経過し、義務教育に所属する児童・

生徒の大半が震災後に生まれた、または震災と避難

の記憶が無い世代になりつつある地域の教育環境に

示唆を与えるものであろう。災害に関連する直接的

経験を有してなくとも、被災地域を題材に学ぶ探究

学習が、子どもたちのコミュニティの参画を促し、

政治リテラシーを高める可能性があり、被災地域を

構成する市民としてのシティズンシップを形成して

いくということは、今後のふるさと創造学の教育的

意義として捉えることもできよう。 

4.3. 総合考察と今後の課題 

クリックリポートで示されたシティズンシップの

3 本柱である①社会的・道義的責任、②コミュニティ

の参加、③政治リテラシーは、教育復興ビジョンが

ふるさと創造学を通じて育成を目指している子ども

像と重なり合う部分が大いにあることが確認できた。

また、教育復興ビジョンの下に、自治体別に取組ま

れているふるさと創造学においても、その方向性と

取組みは一致するものであることも確認できた。広

野町の一事例を取り上げたものであるが、地域の置

かれている状況を踏まえ、直面する課題に向き合い

ながら学ぶカリキュラムの設計と実施がなされてい

ることは重要な点である。マーシャルの「社会の完

全なる成員に与えられた地位身分」(マーシャ

ル,1950=1993,p37)というシティズンシップについ

ての説明を受け入れるのであれば、ふるさと創造学

は被災と避難によって複雑化した地域の成員を育成

する教育であり、その地位身分を獲得するための取

組みであるともいえよう。 

 しかしながら、本研究ではふるさと創造学に取組

む生徒がどのようにシティズンシップを獲得してい

くのかについて、シティズンシップの指標を持って

測ることの限界があった。それは、被災と避難を経

験している当事者の経験や考えに踏み込むことでも

あり、中学生に迫ることを意味していた。結果とし

て、ふるさと創造学の重要な柱である地域理解とシ

ティズンシップの柱であるコミュニティの参画の一

部分に触れる質問紙調査となったのは、本研究の限

界であった。 

一方で、被災地域におけるシティズンシップの形

成が何をもたらすのかについては、今後明らかにし

ていくべき課題である。それは、ふるさと創造学に

取組む意義についての説明でもあり、民主社会にお

ける災害復興の意義を問うことでもある。 
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 ふるさと創造学に取組む双葉郡 8 町村は、震災・

原発事故以降の国政選挙において、県内の他地域に

比べて投票率が過度に低い結果(3)が続いている。国

内外に避難がなされ、投票所へのアクセスに障壁が

あることを考慮しても、あまりにも低い投票率であ

る。蒲島(2020)は政治参加の形態が投票に限らず、

地域活動やオンラインなど多様になっている(蒲島,

堺家,2020,p6)と論じているが、それでも投票行動は

民主主義を支える重要な政治参加の形態であること

は否めない。特に、政治的かつ国策によって、避難

を経験した双葉郡の住民においては、政治と共に歩

まざるを得なかった 12 年間であったのではなかろ

うか。そうした地域において、子どもたちがシティ

ズンシップを獲得していくことの重要性は、大いに

あるのではないだろうか。無論、それは、ふるさと

創造学の危うさとされた「大人のおしつけ」であっ

てはならない。また、大人たちの失敗と責任を、子

どもたちに担わせることや、復興の希望として期待

をすることであってもならない。ふるさと創造学に

おいても開始から 10 年を迎え、再考をしなければい

けない時期に差し掛かり、同時に、災害復興におけ

る教育の在り方を問い直していくのは、災害大国と

して向き合わなければいけない重要な課題でもある。 

 日本は、災害と共に歩んできた歴史があるにも関

わらず、被災者の長期的な避難の経験は限定的であ

る。そのため、長期にわたる国内避難民を想定した

政策や他地域の住民の受入れに柔軟に対応ができる

文化が形成されてこなかった。他方で、グローバル

化や人口減少社会が加速する現代では、多様な文化

背景を持つ人々の移動は国内外を問わず拡大し続け

ていくだろう。そうした状況において、避難を経験

した地域で取組まれているふるさと創造学のような

学びが、「二重意識、政治的、文化的な二重空間」

(メッザードラ,2006=2015,p79)を抱える移民や難民

など、多様な背景を持つ人々への理解を促し、共生

社会の実現に寄与することのできる災害大国として

の知見として活かされることを期待したい。 
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注  

⑴ 福島県によると2023年3月時点で県内避難者6293名、

県外避難者21101名、避難先不明者5名が避難をしてい

ると公表している。(ふくしま復興情報ポータルサイ

ト) 

⑵ 例えば推進協ホームページなどが挙げられる。 

⑶ 震災以前の衆院選では、双葉郡の投票率は福島県全体

の平均を大き上回っていた。例えば2009年8月の衆院

選では、福島県平均が72.82%であったのに対して双葉

郡は76.82％であった。しかし、震災以降福島県平均

を全て下回り、2021年10月の衆院選では福島県平均

60.48％に対して双葉郡52.91％であった。 
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